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I．舞鶴市の現状

舞鶴市は京都府北部に位置し、人口約9万人、面積約340㎡、特に戦後は引き揚げのまちとし
て、横須賀や呉、佐世保等と並び、旧軍港市としての位置づけがされており、海上自衛隊をはじめ、
保安学校、舞鶴航空隊（ヘリ基地）等々、海自関係機関が集まっている。
他の地方都市と同じく、人口は減少傾向が続き、6年で約3千人の減となっており、また高齢化

率も6年で3％増と右肩上がりである。

各手帳の保持状況としては、概ね右肩上がりの傾向が続いている。
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本市には、身体、知的、精神、聴覚・言語、それぞれの障害種別を専門し、30年以上の歴史がある4

つの法人があり、全国同様障害のサービスの量としては、十分ではないものの、専門性のある、質の高
い障害サービスの提供体制が整っているといえる。

また、相談支援事業についても、各法人のセンターに窓口が設置されている。
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Ⅱ．カリフォルニア州のリージョナルセンター

アメリカのカリフォルニア州では、1969年に制定されたランタマン発達障害者援助法により、地域
を基盤とした総合的なサービスシステムの確立を目指して、地域センター（リージョナルセンター）が
設立された。

乳幼児から高齢者まで地域社会のすべての障害のある人が同年齢の障害のない人と、できる限り同等
な日常生活を営むために、地域センターで最も重要とされるIPP（個別プログラムプラン）を作成し、
諸サービスの計画と総合調整、評価までを行っている。

また、年齢は0～5歳までの乳幼児期、5歳～16歳までの児童期、16歳～25歳までの成人移行期、
25歳以上の成人期の4つで区分され、各段階にソーシャルワーカーを配置。担当ケースを年数回訪問し、
障害のある人の権利が守られているかどうかの査定を行っている。

特徴的な機能

①医師や心理担当者等専門家チームによるインテークと、家族の協力を得てサービスニーズのアセスメ
ントを行う。
②IPP作成作業。合わせて乳児期では個別家族サービスプラン（IFSP）を、学齢期では地区の特
殊サービスを受ける障害のある児童に対し、個別教育プラン（IEP）が策定される。
③IPP等に基づく、サービス提供と調整。

④障害のある人の訪問面接等により、IPPの効果の検証と必要部分修正を行う。
⑤権利擁護機能
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Ⅳ．舞鶴市基幹型障害児・者支援センター（仮称）構想

（1）趣旨

舞鶴市基幹型障害児・者支援センターは、カリフォルニア州のリージョナルセンターを参考に、乳児
期から高齢者までの一貫した支援、障害者一人一人の地域での自立を促進するための専門家を要する組
織をイメージしている。本市においてこれまで課題であった身体、知的、精神、聴覚・言語と障害種別
ごとに整備されてきた相談支援事業を総合化（ワンストップ化）するとともに、平成19年度、大きく
展開、前進した発達障害施策について、その相談業務も含めた中核的センターの実現を目指す。
具体的には身体、知的、精神、聴覚・言語に係る各支援センターから専門職員、市職員を派遣し、組

織化。同センターでは大学の知的資源も生かしながら、あらゆる発達、障害に係る相談業務を担う。ま
た各支援センターのコーディネート機能を果たすとともに、個別支援計画（ケアプラン）を軸に、その
作成・評価、自立のための就労・生活支援などを一貫して行う。

（※）発達障害支援策の充実
基幹型障害児・者支援センター構想実現のため、発達障害支援に係る取り組みをさらに充実させ、永続
的な発達障害に係る市内中核支援組織の形成、及び昨年度実施してきた発達障害に係る取り組みを、試

行実施から定例業務化させ（1歳半健診へのM－CHAT問診票導入など）、発達障害の側面の機能アップ
を図る。
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（2）組織形態
・社会福祉法人からの派遣（出向）

社会福祉士、精神保健福祉士、手話通訳士、ピアカウンセラー

・舞鶴市から（異動）
保健師、社会福祉主事

（3）センターで想定される主な業務
「地域の障害児・者やその家族、発達障害も含めた様々な相談をすべて受けとめ、適切な機関や制度、

サービス．につなぎ、継続的に支援する」
○発達障害等、障害児・者や家族の相談支援に関すること
○個別支援計画（ケアプラン）の作成と評価に関すること
○障害程度区分の認定調査に関すること
○ピアカウンセリング（障害のある当事者による相談）に関すること
○権利擁護のために必要な援助に関すること
○地域自立支援協議会の運営に関すること
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Ⅴ．標榜の背景、舞鶴の地域性と課題

①それぞれの障害種別に関わる専門性が高い反面、自らの専門領域ではない部分は他法人に依存する
傾向があり、相談対応時にはワンストップにならないこともあった。
②またサービス提供が第三者視点での評価を得ずに、自己満足に終わっていた点が否めない。
③予てよりこの専門性を総合化し、優れた拠点機能をもつセンター構想があったが、議論・調整不足

により十分な体制を整えることができなかった。
④全国的にサービス利用計画の作成が平成20年4月時点で約1，900件、うち、舞鶴では41件（2．2％）

を占めるものの、全体に低調な状況。IPPこそ重要と捉える中で、さらなる件数増に取り組む必要が
ある。
⑤IPPを活用しながら、乳児期からの継ぎ目のない包括的な支援体制を構築する。
⑥平成19年度の発達障害支援事業が、主に児童をメインとした取り組みであったため、これをさら

に大人まで延長させていくことが重要。
⑦児童の部分を、就学前の支援さくらんぼ園から
⑦ダブルハンディ（重複障害）やダブルケア（複数の障害者を有する世帯や、障害者（児）を抱えた

高齢世帯等）にも対応できるセンターであるべき。
⑧法人職員は、出身法人から距離を置き、公正中立性を確保しつつ、市職員の専門性と市ガバナンス・

連携向上の観点からも、所在地は市役所庁内への設置が望ましい。また、既存の各センターには、実情
により地域支援センター的な位置づけを残す。

以上を目指すにあたり、リージョナルセンターのようにマネーマネジメント（サービス報酬を含めた
マネジメント）とはしないまでも、基幹型障害児・者支援センターの傘下に地域支援センターを置き、
福祉サービス事業所が結びつく形、すなわち舞鶴版アンブレラシステムを構築する。

Ⅵ．取り組みの視点

1．障害者支援センター職員と舞鶴市による連絡会を設置。基幹型障害児・者支援センター開設に向

けた研究・協議を重ねる。
2．発達障害支援策については、引き続き幼保小連携発達支援会議をベースに、健診体制の充実等各
種支援策を進めるとともに、その効果を児童デイサービス施設さくらんぼ園の同センター参画に結び
つける。
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Ⅶ．具体的な取り組みの内容

支援センター連絡会
（1）開催日時
第1回　平成20年6月12日（木）
第2回　　〃　　9月26日（金）
第3回　　〃　　11月14日（金）
第4回　　〃　　12月26日（金）
第5回　平成21年2月18日（水）

相談事業の現状、課題等について（意見交換）
相談支援事業について（意見交換）
基幹型障害児・者支援センターについて①
基幹型障害児・者支援センターについて②
障害者地域自立支援協議会
（仮称）地域生活支援部会の取り組みについて

※「障害福祉施設長会議」
平成21年2月27日（金）　　障害者地域自立支援

地域生活支援部会の位置づけ等について

第6回　　　〃　　3月23日（月）　　障害者地域自立支援協議会
地域生活支援部会の取り組みについて

（2）構成員　【計12名】
舞鶴市障害者生活支援センター　所長　太田朝和

相談支援専門員　崎山貴史

地域生活支援センターみずなぎ　センター長　鈴木令子

相談支援専門員　網治　誠

障害者生活支援センターほのぼの屋　施設長　石束陽子

精神保健福祉士　藤原高純

舞鶴市聴覚言語障害者支援センター　主任　木村公之

言語聴覚士　白杉拓哉

舞鶴市児童・障害福祉課　　　　課長　瀬野淳郎

障害福祉係長　福田育弘

主事　山口由紀子、瀬野勝久

立命館大学産業社会学部教授　　　　峰島　厚（アドバイザー）
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第1回支援センター連絡会議…ブレインストーミング
第2回支援センター連絡会議

意見まとめ（キーワード）

（1）将来を通じた一貫した支援を行う上で重要なこと（ポイント）
幼稚園・保育所・教育等、関係機関の支援と連携
家族支援
親の会等の育成と連携
長期的に将来を見渡せるアドバイザー
障害受容に関わる啓発
スタッフの人材確保と育成

縦割り行政の改善

（2）今後のケアマネジメント体制構築の上で重要なこと（ポイント）
自立支援協議会の有効活用
支援センターのスリム化
相談支援のワンストップ化
支援センターでのピアカウンセリングの充実
ケアマネジメントと困難事例（＝措置的解決）
支援センターの決定権の充実（行政機能付与）

サービス利用計画の充実
機能不全家族を支援するケアマネジメント
支え合う地域か、準公的機関かの選択

（3）市障害福祉セクションに求められること（ポイント）
支援センターの上のセンター機能
事業所運営支援と事業所間のコーディネート
人材育成
スーパーマーケット

各事業所へのソーシャルワーカーとしての自覚をもった人材の配置

（4）これからの障害福祉施策
高齢者施策と連携強化
家族の協力支援
グループホーム、ケアホーム等社会資源の確保と充実

夢のある障害者施策

8



第3回支援センター連絡会議

まとめ

［案　件］　基幹型障害児・者支援センターについて
［日　時］　平成20年11月14日（金）　19：00～20：45

［出席者］　舞鶴市障害者生活支援センター　　　太田朝和、崎山貴史
障害者生活支援センターほのぼの屋　石束陽子

地域生活支援センターみずなぎ　　　鈴木令子、網治　誠
舞鶴市聴覚言語障害者支援センター　木村公之
市児童・障害福祉課　瀬野淳郎、福田育弘、山口由紀子、瀬野勝久
立命館大学産業社会学部教授　峰島　厚（アドバイザー）　【計11名】

協議事項

・基幹型障害児・者支援センターのメリットデメリットと展開方策について

主な内容

1．メリットデメリット
○メリット

・互いの専門性を高めながら実施でき、一本化によりさらに公平性が保たれるのではないか。
・支援センター同士の相互理解。よく重複障害ケースがあるが、他センターに連絡しておかなければ、
ということも、今はできていない。ケースの共有はメリット。

○デメリット

・精神障害者は作業所のバスに乗りたくない、といった意識面を含め、総合化が実際に成立するか、
疑問。基幹型センターでトラブルが起きた場合、それ以外の相談場所がなくなってしまうのではな
いか、という懸念。

・相談支援事業と地域活動支援センター事業の両補助金があることでようやく運営がなりたっている

状況。また職員も通常他事業と兼務していることもあり、相談支援事業だけ切り離されたら、運営
がやっていけない。

2．相談支援業務

・相談支援は公正中立にやらなければならないが、事業のことも念頭にあり、客引きになっていると
ころもある。

・相談支援者からは事業に縛られない、いろんな相談も受ける。お金にはならないが、しっかりとケ
アマネジメントをしている。

・相談支援者にとっては、あるべきは相談窓口を選択できるようにすること。
・各支援センターの職員は他の支援センターの状況等を理解することが重要。
・各支援センター一つ一つが関係者の招集権限ももった基幹型になるのはどうか。
・地域活動支援センター事業の内容については、地域格差がある。あるべき事業内容について、議論
すべき。

・少なくとも舞鶴は養護学校もあり精神科医もたくさんいて、障害者の暮らしに関わる支援体制すべ
てが整っている地域。そして、やはりこの4法人あるのは理想だと思う。

3．具体的な直近の方向
・市から提案のあったイメージ図については、将来そういう可能性もあるかも、という程度として、
まずは市と4法人で人事交流をはじめてはどうか。

今　　後

○峰島教授にお知恵をお借りしながら、市において人事交流に関わる企画案を作成し、さらに当連絡
会議で議論を深める。
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第4回支援センター連絡会議

会議資料

平成21年度人書交流協定イメージ（案）

趣旨：職員の相互理解の促進
方法：“人事交流に関する協定”を各法人間で締結。

当面は既相談支援担当者が対象。
将来は相談支援に係る新規採用職員がペース。

期間：概ね5月頃～1か月ごとに各施設を回る。
身分：派遣先及び受入元の身分を併せもつ。
服務：交流職員の服務、勤務時間等については、受入元

の職員の例による。
出勤状況等については、毎月、派遣先施設に報告

給与：派遣先の負担とする。
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［案　件］

［日　時］

［出席者］

基幹型障害児・者支援センターについて
平成20年12月26日（金）　18：00～19：30
舞鶴市障害者生活支援センター　　　太田朝和、崎山貴史
地域生活支援センターみずなぎ　　　鈴木令子、網治　誠

障害者生活支援センターほのぼの屋　石束陽子
舞鶴市聴覚言語障害者支援センター　木村公之、白杉拓哉
市児童・障害福祉課　瀬野淳郎、福田育弘、山口由紀子、瀬野勝久
立命館大学産業社会学部教授　峰島　厚（アドバイザー）　【計12名】

協議事項

・基幹型障害児・者支援センターの方向性を踏まえた人事交流について

主な意見

人事交流協定の話題は、まだまだ素案の段階なので、各センターとも法人本体への正式報告には至

っていない。ただ、センターによって簡単に話をしているところもある。
千葉県佐倉市は、舞鶴と似た感じの都市で、既に同じ方向性で実践していると聞いた。

相談支援事業を進めるにあたり、サービス利用計画こそ重要である。しかし、国の報告によると、
全国で約1，900件しかなく、舞鶴がその1％を占めているという点においては、評価をすべき。
平成21年度予算で障害関係予算は全体で増となっているも、サービス利用計画に係る報酬単価の
改善はあまり期待できない。市でもっと柔軟に対応できるようになれば。
各法人間で人事交流協定を結ぶことについては、市も同じ立場でその中に関わってはしいと思う。
市は、人事交流で相談支援事業が厳しくなったセンターに職員を派遣するなど、人事交流のサポー
ト的役割を担いたい。市はスペシャリストよりゼネラリストの方向。

行政は行政としての役割があり、またあるときには法人は行政としっかりと対時（独立）すること
も必要。
今は相談支援の業務を行う代わりがいない。少なくとも後継者を作らなければとは思っているが、
予算の関係でなかなか難しい。
人事交流協定の前に、まずは各法人から4，5人程度集まり、順次、各法人が講師となって、研修
会を開いていく。時間的には厳しいがケースを通じての人事交流なら可能。特に新卒採用者は、舞
鶴にどういう社会資源があるかどうかもわからない。
4センターが集まって、事例研を開催していく。京都市内ではよく同種の研究会があるが、舞鶴と
いう土地感の中で、やってみるのは意味があると思う。
4センターで活動をしていくためには、専門部会的な組織をしっかりと確立して、実施していく方
が良いと思う。　自立支援協議会の下部組織としての位置づけなど。

結果・今後

来年度から、以下の取り組みを4センター及び舞鶴市で進めることとし、中期的には人事交流、長期
的に基幹型障害児・者支援センターを目指すこととする。

市がコーディネーターを担う。
①様々な種別のケースをいろんな専門的立場、いろんな角度から一緒に検討する。（事例研だけでなく、

具体的な支援を検討する場としても活用）
②他の資源（他の法人の状況など）の実際について見学をする、知り合う機会を作る。
③合同研修会の機会を作る。
④この取り組みの組織を検討する。自立支援協議会の下部組織として専門部会的な名称をつける。

以上のことについて、長期ビジョンも含めた詳細な資料を作成し、次回連絡会にて協議する。
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第5回支援センター連絡会議

会議資料

障害者地域自立支援協議会（仮称）地域生活支援部会　設置要領

趣旨：市内関係機関の相談体制や連携体制のさらなる充実強化に向け、障害者地域自立支
援協議会の専門部会として「（仮称）地域生活支援部会」を設置し、関係職員の知識レベル
の向上に努めるとともに、平成21年度後半頃を目標とする“法人間の職員の人事交流”、
平成23年度以降の実現を目指す“舞鶴市基幹型障害児・者支援センター”も含め、舞鶴
の特性に応じたあるべき障害福祉サービスの研究を行う。

構成：市内4センター、及び舞鶴市児童・障害福祉課で構成。
引き続き、立命館大学　峰島教授をアドバイザーに。

主な実施内容
①事例研究会

・各法人持ち回り実施
・様々な種別のケースをいろいろな角度、立場から検討
・事例研究のみならず、具体的な支援方策の検討
・先進地視察

②合同研修会
・学識経験者等の専門家による研修会の開催

③政策研究会
・中・長期的に目指そうとしている法人間の職員の人事交流、基幹型障害児・者支援
センター構想の研究
・舞鶴市の地域性を踏まえた、あるべき障害福祉サービスに係る議論・研究

実施財源

「制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援事業」または
「相談支援機能強化事業」で市が予算化。

※協議項目
Q：障害者地域自立支援協議会本体での位置づけの了承をどうとるか？

また“常”の本体への報告は？

Q：①をどのセンターから始めるか？
Q：①～③の回数、頻度は？
Q：佐倉市の視察・・！？
Q：部会長は？
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平成21年度後半　　人事交流協定

趣旨：職員の相互理解の促進
方法：“人事交流に関する協定”を各法人間で締結。

当面は既相談支援握当者が対象。
将来は相談支援に係る新規採用職員がベース。

期間：概ね5月頃～1か月ごとに各施設を回る。
身分：派遣先及び受入元の身分を併せもつ。
服務：交流職員の服務、勤務時間等については、受入元

の職員の例による。
出勤状況等については、毎月、派遣先施設に報告

給与：派遣先の負担とする。

平成23年度以降　　基幹型障害児・者支援センター
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まとめ

［案　件］　障害者地域自立支援協議会（仮称）地域生活支援部会の取り組みについて
［日　時］　平成21年2月18日（水）　18：00～19：30

［出席者］　舞鶴市障害者生活支援センター　　　太田朝和、崎山貴史

地域生活支援センターみずなぎ　　　網治　誠

障害者生活支援センターほのぼの屋　藤原高純
舞鶴市聴覚言語障害者支援センター　木村公之、白杉拓哉

市児童・障害福祉課　瀬野淳郎、福田育弘、山口由紀子、瀬野勝久

立命館大学産業社会学部教授　峰島　厚（アドバイザー）　【計11名】

協議事項

・障害者地域自立支援協議会（仮称）地域生活支援部会の取り組み内容について

主な意見

・この支援センター連絡会議を自立支援協議会の専門部会の位置づけとするなら、同協議会として
様々な提案や要望を市内の4法人の施設長に申し入れるような組織体制をしっかりと整えるべ

き。

・取り組みが具体化すればするほど、実際に相談支援を行う、いわゆる実働でもあるこの連絡会出
席者が、動きにくくなってしまう場合がでてくる。

・4法人の施設長がしっかりと具体的な取り組みを検討し、意思決定できる場を設けるべき。

・自立支援協議会を含む全体の組織体制のイメージを構築し、次回行われる予定の施設長会議で提

案してはどうか。

結果・今後

・今日の議論を踏まえ、自立支援協議会を含む全体の組織体制に関わる原案を作成するとともに、
2月27日に開催予定の施設長会議に提案を行う（太田所長より提案）。

・同日、支援センター連絡会議で議論してきた取り組み内容についても、触れるようにする。
・自立支援協議会各員への報告は別途検討。
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平成20年度「障害福祉施設長会議」

会議資料

舞鶴市障害児者支援調査研究プロジェクト推進体制（案）

これまで計5回、話し合ってきた支援センター連絡会議（相談支援の在り方の議論）を踏まえ、今後、同
連絡会議を地域生活支援部会として位置付けるとともに、事業執行の意思決定を行う機関『施設長会議』
を設置し、全体の組織・推進体制を整える。

・自立支援協議会で提案のあった具体的な取り
組みに係る意思決定機関。

・自立支援協議会の提案により、必要に応じて開
催し、同協議会会長、舞鶴市も出席する

・相談支援に関わる4センターが集まり、①事例
研究、②合同研修、③政策研究などを行う。

・特に、将来の展望として、センター職員を他のセ
ンターに派遣する“人事交流（協定）”、障害種別を
問わず、トータルな相談業務を展開する“基幹型
障害児・老支援センター”についても研究する。

（詳細は今後
検討）

※立命館大学産業社会学部　峰島原教授はトータルなアドバイザーとして参画（適宜、会議出席）。
※上記に加え、必要に応じて部会を新設（現在のところは予定なし）。
※障害児の関わりについては、今後、さくらんほ園も視野に。
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まとめ

［案　件］

［日　時］

［出席者］

障害者地域自立支援協議会　地域生活支援部会の位置づけ等について
平成21年2月27日（金）　18：00～18：45
（福）京都太陽の園こひつじの苑舞鶴施設長　山本　裕
（福）みずなぎ学園　みずなぎ高野学園施設長　濱田　康寛
（福）まいづる福祉会　まいづる作業所所長　新谷　篤則

〃　　　　　ワークショップほのぼの屋　施設長　西澤心
（福）京都聴覚言語障害者福祉協会いこいの村

聴覚言語障害センター所長　近藤　幸一
舞鶴市障害者地域自立支援協議会会長　太田　朝和
市児童・障害福祉課　瀬野淳郎、福田育弘、山口由紀子、瀬野勝久
立命館大学産業社会学部教授　峰島　厚（アドバイザー）　【計11名】

・障害者地域自立支援協議会　地域生活支援部会と4法人施設長会議の位置づけについて
今年度、計5回開催してきた支援センター連絡会議での議論を踏まえ、障害者地域自立支援協議

会、地域生活支援部会等の組織体制について協議。

一か所のセンターにするという話は、2000年にもあり、そのときは真ん中に誰が座るのか。
というのが問題になった。そして結局、ご破算になった経過がある。
各法人とも、設立の経過やその人格も違うため、これをまとめるのは困難だと思う。
基幹型障害児・者支援センター構想については特に期間的な定めもない、あくまでも将来方向の
選択肢の一つ。必ずしもそれを目指そうとするものではない。
本当はセンターを一か所にするのではなく、四か所とも基幹型になれればいいと思う。
支援センターの職員同士の顔がわかる、というのは基本だと思う。
施設同士の人事交流期間が2ヵ月とか、長くなればなるほど、施設にとっては厳しい。
施策提言を行う組織がある、時には4法人が一緒になって市に対して物を申すということも重要。
既に施設長同士、支援センター同士の連携は密。それをさらに有機的に連携させていこうとする
のが、提案の趣旨である。

・組織の位置づけと、取り組み内容（別紙参照）に関し、了承。
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第6回支援センター連絡会議

まとめ

［案　件］

［日　時］

［場　所］

［出席者］

障害者地域自立支援協議会　地域生活支援部会の取り組みについて

平成21年3月23日（月）　18：00～19：30

西駅交流センター　会議室
舞鶴市障害者生活支援センター　　　太田朝和、崎山貴史

地域生活支援センターみずなぎ　　　鈴木令子、網治　誠

障害者生活支援センターほのぼの屋　石束陽子
舞鶴市聴覚言語障害者支援センター　木村公之、白杉拓哉

市児童・障害福祉課　福田育弘、山口由紀子、瀬野勝久

立命館大学産業社会学部教授　峰島　厚（アドバイザー）　【計11名】

・障害者地域自立支援協議会　地域生活支援部会の取り組み内容について

（今年度の議論と今後の展開のまとめ）

・全体の取り組みとしては施設長会議で概ね方向性の確認をしてもらったが、今後も適宜、障害
者地域自立支援協議会として報告を上げていく。

・法人間の人事交流も1週間、2週間といわず、できるだけやれる範囲として1日だけでも現場研
修として、やっていくようにすべき。

・今後は相談支援事業も4法人のみならず、NPO法人等各種法人が指定事業所となり、実施する
ことも想定される。都会の方ではあり得る話。

・事例研究会については、重複障害者だけでなく、障害特性ごとに、成功事例をもって研究してい
くべき。

・国や府の補助メニューにある、いわば言いなりになるのではなく、舞鶴市として必要なものはし

っかりと予算化していく意味からも、政策研究会というのは重要だと思う。

・合同研修会には、相談支援事業の関係で先駆的な日本福祉大学の木全和巳先生や東洋大学の小澤

温先生などの講師を招いて、研修会をしてもよいと思う。

また、同研修会には看護師とかも含め、参加者はすべての指定事業所を対象にしてもよいと思う。
・事例研安全等の取り組みを進める中で．自然に出てきたテーマに上って政策議論を行う。

・地域生活支援部会での実施内容は、提案どおり事例研究会、合同研修会、政策研究会の3構成
とする。
・来年度、まずは概ね7月から各法人持ち回りで事例研究会をスタートさせる。
・そのためには、5月中旬に第7回支援センター連絡会を開催し、概ねの年間スケジュールをた
て、協議する。
・地域生活支援部会の部会長は、障害者地域自立支援協議会の他の部会長が決まるまでの間、身
体障害者福祉センターの大田所長が務める。
・実施財源については、市でしっかりと予算化する。
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Ⅷ．基幹型障害児・者支援センター構想　支援センター連絡会実績

基幹型障害児・者支援センター構想を目指し、議論を重ねてきた支援センター連絡会議については、
立命館大学産業社会学部の峰島厚教授にもアドバイザーとして参画いただきながら、計6回にわたり実
施し、またその議論の方向性をオーソライズする場としての施設長会議も開催してきたところである。

当初の連絡会では、基幹型障害児・者支援センター構想が過去に舞鶴市が取り組んだことのある総合
支援センター化に似通った点もあり、なぜ今になって議論をするのか、という疑問の声もあったが、相

談支援事業の重要性、障害のある者の生活者起点の考え方から、6回の会議を通じて改めて以前の総合
支援センター化の問題点をはじめ、センター構想の必要性について全出席者が理解することとなった。

しかし、歴史があり、京都府下でも、組織的に大きいとされる4つの法人の思いを一つにすることに
ついては、一足飛びに舞鶴市での基幹型障害児・者支援センターに結びつくことは難しく、また厳しい
職員体制でセンター運営を行っている観点から、同センターへの職員派遣等、困難な状況もある。

そこで、法人本体に影響を与えながら、少しずつ取り組みを重ねることとし、平成21年7月からは、
支援センター連絡会の位置づけを明確にするため、障害者地域自立支援協議会の組織の一部として地域

生活支援部会を創設。同センター構想を将来のあるべき形として標榜しつつ、事例研究会や合同研修会、

政策研究会の実施、さらには1，2日間でも施設間の人事交流をしていくこととなった。
とりわけ政策研究会においては、国や府の補助メニューに関わらず、舞鶴という地域性を踏まえたニ

ーズ調査などにより、必要に応じて市の独自制度を研究していく点においては、今後、市としても重要
なファクターになっていくものと期待しているところである。
また、出席した各メンバーの思いを途絶えささないためにも、来年度のそれらの取り組みにあたって

は、国の臨時特例交付金等を活用したい。
一方、第6回の支援センター連絡会において、相談支援事業は4法人のみならずNPO法人等各種法

人が指定事業所となり実施することも想定される旨、話が出され、児童デイサービス施設のさくらんぼ
園が5つ目の相談支援事業所として（就学前を中心にした、発達障害児がメイン）、各メンバーが認識
することとなった。
平成21年度においては同園が新施設を建設する計画となっていることから、その動きと合わせて、

具体化の予定。

◎成果ポイント
①現行の相談支援センターを4か所の地域支援センターとし、最終目標として総合的な基幹型障害
児・者支援センターの設置を目指す。
②児童デイサービス施設さくらんぼ園を新たな相談支援センターとして位置づけ、①同様、地域支援
センター化する。

③具体的な取り組みとしては、平成21年度から障害者地域自立支援協議会に地域生活支援部会を設
置し、事例研究会や合同研修会、政策研究会を開催する。
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Ⅸ．発達障害支援事業

平成20年度の基幹型障害児・者支援センター構想とともに、発達障害支援の相談支援体制を念頭に、
平成19年度の事業をさらに充実すべく実施。

「幼保小連携発達支援会議」（委員構成次頁参照）が実施母体となり、各取り組み（下図参照）を推
進。年度内では下記3回の会議を開催した。
平成20年度の成果としては、新たに保育所において発達支援員配置制度が創設されるなど、当初計

画していたすべての取り組みがレールにのった。今後は、市の独自施策に移行し、各取り組みの中身に
ついて充実を図るべく進めていく一方で、とりわけさくらんぼ園については、相談支援事業所としての

機能向上、発達障害や子ども達の発達支援の中核施設を目指し、臨床心理士等専門職の配置、新施設の
建設と相まって、さらなる研究と検討を重ねる必要がある。

第4回会議（平成20年度第1回）
（1）発達障害支援に係る各取り組みの進捗状況について
（2）就学前施設の処遇について

第5回会議（平成20年度第2回）
（1）発達障害等支援に係る幼稚園・保育所での加配について

第6回会議（平成20年度第3回）
（1）幼稚園・保育所での発達支援員配置制度のあり方について

（2）平成20年度発達支援調査事業に係る各取り組みの実績と平成21年度の方向
について

平成20年度舞鶴市発達障害児支援調査事業実施概要

※各個別の取り組みは21頁～
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平成20年度幼保小連携発達支援会議構成メンバー

（順不同）

【構成員】（12名）

立命館大学産業社会学部人間福祉学科

京都府立舞鶴こども療育センター

京都府中丹東保健所保健室

京都府立舞鶴養護学校トータルサポートセンター

舞鶴市障害児通園施設さくらんぼ園

舞鶴市特別支援教育研究会会長兼志楽小学校

舞鶴市私立幼稚園協会会長兼中舞鶴幼稚園

舞鶴市民間保育園連盟ルンビニ保育園

舞鶴幼稚園

東保育所

保健福祉部健康増進課予防係

保健福祉部児童・障害福祉課

【事務局】（8名）

保健福祉部

保健福祉部兼教育委員会社会教育部

児童・障害福祉課

教育委員会教育総務部兼教育総務課

教育委員会学校教育課

児童・障害福祉課障害福祉係

児童・障害福祉課障害福祉係

児童・障害福祉課児童福祉係

教授

小児科医師

室長

特別支援教育コーディネーター

園長

校長

園長

園長

園長

所長

係長

主幹

部長

次長

課長

次長

指導主事

係長

荒木穂積

四方　あかね

石倉　秀紀

山下　浩二

大泉　邦暉

稗田　靖彦

真木　康則

楠　文範

森下　久光

野村　潤子

山崎　浩美

川端　常太

山崎　仁士

薗田日出雄

瀬野　淳郎

小林　肇

山本　力

福田　育弘

瀬野　勝久

西　忠幸
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平成20年度　1歳6ヵ月児健診M－CHAT
のびのび教室、ペアレントトレーニング等実績報告
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平成20年度1歳6か月児健診におけるM－CHAT質問紙（※）の導入による自閉症
スペクトラム（広汎性発達障害）の早期発見・早期支援研究事業実施概要

1．目　的
1歳6か月児健診にM－CHATの質問紙を導入したスクリーニング手法を取

り入れることで、発達障害（発達の遅れや偏りのある児も含め）への早期発見・
早期支援の充実を図る。

2．実施体制
国立精神・神経センター（精神保健研究所）・舞鶴市による発達障害支援体制共

同研究事業として実施

3．対象児
平成18年11月生以降の1歳6か月健診受診者のうち、研究事業への同意を

得た方（平成21年1月未現在、517名）

4．実施時期　　　平成20年6月～平成21年3月

5．事業の流れ
○1歳6ヵ月健診案内通知にM－CHATの質問紙および研究資料とする旨の同意
書を同封

↓

○健診当日、保護者が記入した質問紙と同意書の回収
↓

○問診で質問紙の確認および子どもの行動観察の実施。
不通過（3／23項目以上が不通過の回答）の場合は、電話面接の案内

↓

○1歳9か月　　電話面接
マニュアルにそって、必須項目と健診時に不通過の回答をした項目の聞き取り
不通過（3／23項目または必須項目2／10項目以上が不通過の回答）になっ
た場合は、評価面接の案内

↓

○2歳　評価面接
↓

○必要時、関係機関を紹介

6．フォロー支援体制

≪新設≫のびのび教室（公立保育所の協力を得て、遊びを通じて成長を支援）

ほめ方教室（発達障害（ハイリスク含む）を有する児の保護者支援を目的とした

ペアレントトレーニングを京都府中丹東保健所と共催実施）
≪既存≫すくすく教室・京都府舞鶴こども療育センター・さくらんぼ園・医療機関・保育所

の園庭開放・子育て支援センターなど
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7．実施状況
（事業実施前の準備）
市民むけ啓発

・事業の開始に先がけ、児童・障害福祉課において、一般市民向けのシンポジウム
を開催し、早期発見・早期支援の重要性について啓発を行った。

関係機関との連携
・市内の関係機関（京都府中丹東保健所、市内の小児科、京都府舞鶴こども療育セ
ンター、さくらんぼ園）には、導入の目的・内容の説明を行い、事後の支援を依
頼した。

研修

・質問紙の確認方法や行動観察の手技、電話面接の手技、評価面接の発達検査や行
動観察の手技、及び発達の評価や保護者への支援方法の説明など、実施に当たっ

て必要な技術については、国立精神・神経センターの講師から、各担当者が講習
を受けた。

共同研究の体制
・健診結果は、国立・精神神経センターが分析し、母子 保健事業の充実と必要な支

援体制を構築するための助言を受ける。

（研究事業への同意率）
・健診の案内通知に、研究事業への協力を求める同意書を同封した。同意率は96．

8％と、ほぼ同意が得られている。

（健診）
・健診当日は、従来の問診と発達検査に加え、主に不通過の回答がある質問項目の
聞き取りと、子どもの行動観察が必要なため、児童・障害福祉課より保健師と事
務職の応援を得て実施した。

・不通過項目が多い場合は、具体的な状況を確認するため、1人にかかる問診の所
要時間は増えている。

・全項目で2／23以上不通過の場合は、保護者に対して、1歳9か月時の電話面
接の案内と、不通過となった項目について、家でも子どもの様子を見てもらうよ
う話し、ほぼ同意が得られた。

・質問紙によるスクリーニングの結果は、別紙のとおり。

（電話面接）
・電話面接は、健康増進課と児童・障害福祉課の保健師各1名が固定で実施した。
マニュアルにそって、健診時に不通過となった項目と必須10項目を聞き取るた
め、所要時間は10分以上かかっている。

・質問項目数の多さが、保護者にどういう印象を与えているかは、懸念されるとこ
ろである。実際、1歳9か月でも不通過の場合、2歳で再度電話をすると、迷惑
そうな口調で全部通過の回答をされた場合があり、必要なフォローが継続されな
いことがないよう、国立精神・神経センターと実施方法の検討中である。
・一方、保護者が質問紙の項目をまじえて子どもの様子を話されるなど、同じツー
ルで子どもの成長を確認できるようになったことは、質問紙を導入した効果だと
感じている。
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（評価面接）
・1歳9か月の電話面接で不通過になった場合、評価面接を案内するが、低年齢で
あり、もう少し子どもの成長を見守りたいと思う保護者も多く、つながりにくい現
状である。
・また、スタッフも、子どもの様子を見ないまま、電話で必要性を伝えるには限界
があり、のびのび教室で保護者と関係を築き、子どもの様子もお互いに把握したう
えで誘うと、評価面接につながケースもあった。
・評価面接は、児童精神科医が指定のインタビュー様式を用いて保護者から聞き取
りを行う一方で、臨床心理士がK式の発達検査とCARS及び子どもの行動観察を
実施し、今後の支援策をカンファレンスした後、保護者に結果説明をしている。
・行動観察は、質問紙の非言語コミュニケーションが芽生えているがたまたましな
かったのか、まだ芽生えていないのかを判断するために、一定のやり方で対人・コ
ミュニケーション行動を引き出す場面設定を行い、30分程度観察している。
・保健師がみると、少し人見知りが強いとか、大人しいなど、定型の発達の様子と
は少し違いを感じるが、それが発達のアンバランスなのか性格なのかのか判断しに
くいような場合でも、評価面接ではその状況を的確に見立てることができ、専門職
の存在は不可欠だと痛感している。
・また、子どもの様子を的確にみたてて早くに支援策が考えられる事で、困り事が
でる前や状態が固定化しないうちに支援ができ、その後の子どもの成長にも変化が
見られると思われる。
・子どもの様子は本当に様々で、支援策については、より具体的に伝えられるよう、
今後も国立精神・神経センターの助言を受けながらスキルアップを図りたい。

（支援体制）
・支援の開始は1歳9．10か月と早くなっている。各教室の実施状況と効果につ
いては、別紙参照。
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8．全体のまとめ

・自閉症スペクトラムの早期発見という点では、従来健診で子どもの様子を把握する
際に、言語発達面に関して観察点や判断基準は統一出来ていたが、自閉症スペクト
ラムに関しては、スタッフにより、聞く内容や聞き方にばらつきがあった。

・質問紙導入後は、把握すべき子どもの様子が明確になり、同じ内容を同じ聞き方、
同じ判断基準で聞けるようになった。
また、感覚過敏などあえて聞かなければつかみにくい子どもの様子など、広く子ど
もの様子を把握することができるようになった。

・スクリーニングの結果としては、健診で不通過となる率は、先行導入市の結果とほ
ぼ同様で、行動観察を導入した分が若干増加している状況である。

・一方、電話面接の不通過率は、先行導入市と比較して高く、行動観察を導入したこ
とにより、本来フォローされる子どもが的確にスクリーニング出来ているのではな
いかと考えている。
今後の経過をみて、スクリーニングの精度を検討し、必要な方がフォローアップさ
れ、かつ不要な方を拾って余計な心配を与えることのない体制を検討していきたい。

・また、健診で不通過となった53名のうち、14名（2．7％）は質問紙を導入し
たことで上がってきた子どもであり、この子ども達の今後の経過も合わせて、スク
リーニングの精度を検討したい。

・健診でスクリーニングされた後、子どもの発達を的確に評価して早くに支援を開始
できるよう、評価面接を位置づけているが、子どもの様子や親子関係、生活環境な
ど様々であり、多職種がそれぞれの専門性を生かして状況を把握し、チームで検討
できる体制が必要だと感じる。
また、評価面接を継続的に実施する体制はとっていないので、現在は市外の専門職
に依頼しているが、市内で専門職を確保し、困った時や必要な時に、いつでも相談・
支援ができる体制を作ることが必要だと感じている。
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※M－CHAT質問紙とは、幼児用の自閉症のスクリーニングテストで、23項目の親へ
の質問紙　（舞鶴市では24項目）

質 問 事 項 回 答

1． お子 さん をブランコの ように揺 らした り、膝 の上 で揺 す ると喜 びま す か は い　 いいえ

2． 他 の子 どもに 興 味が あります か は い　 いいえ

3． 階 段 など、何 か の 上 に 這 い上 が ることが 好 きです か は い　 いいえ

4． イナ イイナ イバ ー をすると喜 び ます か は い　 いいえ

5． 電 話 の 受話 器 を耳 にあ ててしゃべ る真 似 をした り、人 形 やその 他 の モノを使 って ごっこ遊 び をします か は い　 いいえ

6 ． 何 か欲 しいモ ノが あ る時 、指 をさして要 求 します か は い　 いいえ

7． 何か に興 味 を持 った 時 、指 をさして伝 えようとします か（3 ページ の 絵 を参 照 ） は い　 いいえ

8． 車 や積 木 などの おもちゃを 、口に 入れ たり、さわ った り、落 とした りす る遊 び では

なく、おもちゃに合 った遊 び 方を します か

は い　 いいえ

（　 ） （　 ）

9． あ なた に見 て欲 しいモノが あ る時 、それ を見 せ に持 ってきます か （3 ペ ー ジ の絵 を参 照 ） は い　 いいえ

10． 1 ，2 秒 より長 く、あな たの 目を見 つめ ま すか
は い　 いいえ

（　 ） （　 ）

11．ある種 の 音 に 、とくに過 敏 に反 応 して 不 機嫌 に なります か （耳 をふさぐな ど） は い　 いいえ

12．あなた と顔 が あった り、あなた が 笑 いか けると、笑 顔 で反 応 しま すか は い　 いいえ

13．あなた の する ことを真 似 しま す か （たとえば 、口 をとが らせ てみ せ る と、顔真 似 を しよ うとします か） は い　 いいえ

（　 ） （　 ）

14．あな たが 名前 を呼 ぶ と、反 応 します か
は い　 いいえ

（　 ） （　 ）

15．あなた が 部 屋 の離 れ た所 に あ るおもちゃを指 でさす と、お手 さん はそ の 方 向 を 見 ま すか は い　 いいえ

（　 ） （　 ）

16．お子 さん は 歩 きますか は い　 いいえ

17．あなた が 見 てい るモノを 、お子 さん も一 緒 に見 ま すか （3 ペー ジ の絵 を参 照 ） は い　 いいえ

18．顔 の 近 くで 指を ひらひら動 か すな どの 変 わ った癖 が あ りますか は い　 いいえ

19．あなた の 注 意を 、自分 の 方 に 引 こうとします か は い　 いいえ

20．お子 さんの 耳 が 聞 こえ ない の では ない か と心 配 され た ことが あ ります か は い　 いいえ

21．言 わ れ た言 葉 をわ か っています か は い　 いいえ

22 ．何 もな い宙 をじーっと見 つ め た り、目的な くひた すらうろうろす る は い　 いいえ

23．いつ もと違うことが ある時 、あ なた の顔 を見 て反 応 を確 か め ます か （3 ペー ジの 絵 を参 照 ） は い　 いいえ

24．あなた の 言 った 音 （マママ、ブブ ブなど）を真 似 を しま すか は い　 いいえ
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M－CHATに係る健診結果（平成20年6月～平成21年1月末現在）
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平成20年度早期支援に向けたフォロー教室実施状況

すくすく教室
のびのび教室（M－CHAT質問紙導入により平成20年10月から実施）
子どものほめ方教室

1．すくすく・のびのび教室
（目的）

遊びを通じて、親が子どもへの関わり方や遊ばせ方を学び、子どもの力を伸ばす
ような関わり方ができるようになることを目的に実施。

（対象）
2歳頃から就園までの幼児とその保護者　　各教室　10組程度

①　のびのび教室：概ね2歳児～3歳児まで比較的低年齢の幼児
②　すくすく教室：概ね3歳児～就園まで
多動・注意力不足・理解不良・ことばの遅れ・育児不安が強いなど、主に1歳6か月
児健康診査後、保健師がフォローまたはM－CHATにてフォローのケース

（実施回数）　　　各教室　月1回程度
（内　容）　　母子でできる遊びを中心に実施する。（自由遊びや設定遊び等）
（スタッフ）　保健師

公立保育所保育士
子育て基幹支援センター職員

子ども総合相続センター相談員
（実施状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H21・3・10現在
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＜考察＞
教室に参加してくる子どもたちは、月1回ではあるが、表情がやわらぎ、少しずつ遊びに参加ができ

たり、集中できる時間がもてるようになっている。また、子どもの成長や笑顔をみる母親の表情や気持

ちも一緒に落ち着き、楽しみながら関わりがもてる機会にもなっている。
今年度からM－CHAT質問紙の導入により、10月から主に年齢の低い幼児を中心としたのびのび教室

と3歳代を中心としたすくすく教室の2教室に拡大して実施したが、M－CHAT該当児の電話面接で案内し
た2歳前の子どもたちの参加をみてみると、早期にこのような遊びの教室に参加することは、とても意
義があると実感している。
具体的には、色んな遊びに抵抗が少なく参加できていったり、他の子どもにつられてあそびに参加で

きるなど、保護者にとって、家では見られない子どもの一面や子どもの笑顔や好きな遊びを発見したり、
保育士の上手なかかわり方に気づくなど家での自分のかかわり方を学ぶ良い機会にもなっている．さら
には保健師や保育士との信頼関係も早期から築きやすく、2歳の評価面接や早期療育などへつながりや
すいと感じている。
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2．子どものほめ方教室

（目的）
かかわりにくさ、育てにくさのある子どもを持つ保護者が、子どもの良さや行動の意
味を理解し、子育ての心配や不安を軽減し、はめて育てる基盤ができるよう、親支援
の教室として試行的に実施する。

（実施主体）
京都府中丹東保健所と舞鶴市の共催

（対象）
平成20年度すくすく教室に参加している親の中で希望された方　　概ね10名

（実施回数）
3回シリーズで実施

（実施状況）

（スタッフ）
保健所保健師・保健センター保健師

＜考察＞
ペアレントトレーニングは、本来、ADHDの子どもを対象とした手法ではあるが、

「子どもの行動を理解すること」・「子ともをほめる」という部分を中心に、その手
法を一部取り入れながら、2歳～3歳代の子どもたちを対象に子どものほめ方教室
を実施したが、とても意義ある教室となったと考えている。
当初は、母親の表情も硬く、子どもを叱る事が多く、教室の中の会話も弾まない

状況だったが、徐々に親の表情がにこやかになりや子どもの事を素直に話せ、ほめ
る事がスムーズに出てくるようになっていった。
今回子どもの行動を見つめなおす事ができたり、ほめて育てる大切さを意識づけ

るよい機会になったと考える．
また、わずか3回シリーズの教室ではあったが、子どもの見方が変わることで、

子ともからの発信を親がうまくキャッチ出来るようになったことも大きな変化だ
った．
普段、子どもを他の人に預けにくい、また他の子どもたちと一緒に遊ばせにくい

状況にしんどさを感じてきた母親が、子どもを託児に預けた間、親と離れても子ど
も同士が楽しく遊べたことが母親の大きな安心にもつながったようである。
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＜全体のまとめ＞
今年度から、M－CHAT質問紙の導入によるASDの早期発見・早期支援研究事

業を実施し、そのフォロー体制についても充実を回ってきたが、子どもと一緒
に参加するあそびの教室（すくすくやのびのび教室）と親支援の教室（子ども
のほめ方教室）の両方があることがとても必要だと感じた。

また、のびのび教室を実施し、2歳前の子どもの気になる行動が固定しない
よう早期に支援を関始し、特徴に合わせたかかわりをすることは今後の療育に
大きな成果となっていくと考える。
これらの教室の実施にあたり、京都府中丹東保健所や子育て支援センターや保

育所の保育士の協力をいただき、関係機関が一緒になって取り組めたことはとて
も意義あることだと考えている。
今後、保健センターとして引き続き早期発見早期支援の充実を図るとともに、

これらの教室を終了した子ども達が、その子の状態により、子とも療育センター
やさくらんぼ園、保育所や子育て支援センターなど関係機関へとぎれることなく
支援ができる体制づくりを一緒に検討していきたいと考えている。
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平成20年度　年中児発達サポート事業実施概要
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1．概要

本市では、現在、発達障害等、子ども達の発達支援のための様々な取り組みを進
めているところであるが、さらに、その一環として、今年度より、京都府が推進し
ている年中児発達サポート事業（※）への取り組みを開始した。
実施にあたっては、多大な労力を要することが想定されるため、今年度において

は、幼稚園、保育所から1園ずつ試行的に実施することとし、京都府の年中児発達
サポート事業実施ガイドラインや、同中丹東保健所の支援をいただく中、進め方や
具体的な方法等を把握することを主眼に置いた。

※年中児発達サポート事業・・・年度中に5歳を迎える子どもを対象として、問
診票や集団観察、施設への巡回相談等を行い、子ども達一人一人について、集団
へのなじみにくさを把握するとともに、支援につなげていこうとするもの。
既に福知山や南丹市で先行実施。

なお、次年度以降については、可能な範囲で全幼稚園、保育所での本事業実施に
向け、取り組んでいく見込み。

2．実施体制

京都府中丹東保健所（保健師、医師）

さくらんぼ園（児童指導員）、

舞鶴養護学校特別支援教育トータルサポートセンター（地域支援コーディネーター）

保育所（保育士）
保健センター（保健師）
市児童・障害福祉課（保健師、事務方）

段取りや調整は市児童・障害福祉課。
特に、集団観察と支援方策を検討する総括カンファレンスにおいては、上記機関

による様々な職種で実施。
なお、本市には、地域における特別支援教育のセンター的な役割を果たすことを

目的に、京都府立舞鶴養護学校において、「特別支援教育トータルサポートセンター」
が設置されている。このトータルサポートセンターには、特別支援教育士や言語聴
覚士、臨床発達心理士などの専門のスタッフが配置されており、事業実施にあたっ
ては、多大な支援をいただいた。

また、今年度は京都府中丹東保健所から、当該事業に見識が深い弓削保健所長に
も関わっていただき、カンファレンスでの助言・指導をいただいた。

34



3．実施の流れ（概要）
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（1）実施園の保護者への事前お知らせ
実施日　　平成20年9月24日
内容

京都府下で実施の他市においては、保護者への事前説明会等を実施しているところ
もあるが、本市においては試行が2園だけというのもあり、電話での問い合わせ等に
は全て対応するという前提で、保護者への事前お知らせ文を配付するのみとした。

園を通じて保護者宛配付。
4歳児クラス…中舞鶴幼稚園26人、さくら保育園26人。
お知らせ後の問い合わせは、0件。

考察

年中児発達サポート事業を滑らかに実施する、また少しずつ実施する園を拡大する、

という本市の進め方を考慮すれば、現段階において事前説明会の必要はないと思われ

る。
ただ、今後、実施園を拡大する上では要検討。

（2）保護者依頼、観察票の配付・回収

配付日　平成20年10月9日（観察票回収締切日　10月24日）
10月31日　市へ送付

内容

保護者依頼文、保護者用と園用の観察票、専用封筒を用意。様式は京都府のガイド

ライン等を参考に本市用に修正。

保護者は観察票を提出することによって自動的に関係機関がその情報を共有するこ
との同意もとれるようにした。

保護者へは園を通じて配付・回収。

（3）観察票の集計等
実施日　平成20年11月上旬
内容

観察票を集計し、回答結果の目安値、担任の先生のコメント等も踏まえ、次の集団
観察で特に留意すべき児童を整理。

観察票の回収率は100％。

（4）集団観察の事前打ち合わせ
実施日　平成20年11月17日（中舞鶴幼稚園）

平成20年11月25日（さくら保育園）
内容
集団観察当日の設定保育の内容、段取り等の打ち合わせ。
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（5）ミニカンファレンス、集団観察、総括カンファレンス

実施日 平成20年11月20日（中舞鶴幼稚園）
平成20年11月27日（さくら保育園）

内容

集団観察から総括カンファレンス（結果判定および事後支援の決定）まで全て当日

に実施。

多くの時間がかかるため、総括カンファレンスのみ別日を設定することも想定され

たが、集団観察者や保育園、幼稚園との日程の調整の都合、各人の記憶が薄れていく
といったこともあり、当日、一括して実施。

①ミニカンファレンス　9時～

観察票の内容、担任の先生の意見等を踏まえ、留意して観察すべき児童を、集団
観察者相互で確認。

②集団観察
9時30分～　自由保育　　　10時～　設定保育　（10時30分終了）

集団観察者が記録する様式をそれぞれ用意し、そこにメモをとっていく。

※健康観察票の回収率は100％であったが、さくら保育園の保護者1名より、「うちの子ども
に番号札を貼ることは失礼である」との意見あり。これは福知山市と同様、観察しやすい
ようにと番号と名前が書いたシールを子どもの背中に貼るものであるが、この意見を受け、
同児童にはシールを貼らないで実施（後日、園と調整）。

③総括カンファレンス　10時30分～　　（約2時間）
園内の会議室をお借りし、児童一人一人について、集団観察した内容をそれぞれ

が発言。事後の支援内容について協議。
判定基準は次の4区分とし、それぞれに対応した結果通知書を作成。

《年中児発達サポート書集の結果判定基事について》

●　この事業の結果判定は、集団行動観察当日の出務スタッフと園でカンファレンスを行い、下記の基準に基づいて決定します。
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特に要支援については、具体的な結果内容を文書の中には記載せず、後日、保護
者と面談を行い、その中で結果を伝えることとした。

◎結果

問題なし　37人

要支援　　　5人

↓
※要支援内容

園で支援　　9人
管理中　　　1人

舞鶴養護学校トータルサポートセンター巡回相談（発達検査）2人
保健センターの児童相談フォロー　1人
中丹東保健所発達クリニック　1人
再度聴力検査指導　1人

考察
多少、時間を延長してでも、一連の流れすべてを同日に実施することは適切だった

と考える。
今回、本事業実施にあたり、ことばの教室には事前協力要請を行っていた。そのよ

うな中、“問題なし”と判定された児童の中で、少し言葉が心配な児童がいたが、園の
先生との連携により、すぐにことばの教室の面談を行っていただけたことは効果大だ
った（保護者の気持の温度が下がらない間に、次の専門機関での支援を進める）。
今回は舞鶴養護学校トータルサポートセンターや、京都府中丹東保健所から専門的

な意見をいただいたが、今後も引き続き同機関に支援をお願いしたいと考える。
また、本市には幼児をもつ保護者対象の教室がない。発達支援が家庭での支援も重

要とされる中で、ほめ方教室など保護者対象の教室の実施が求められる。

（6）結果返し

実施日　平成20年12月1日（中舞鶴幼稚園）
平成20年12月11日（さくら保育園）

内容
園と市児童・障害福祉課の連名で、園を通じて結果を通知（連名とする理由は園サ

イドも結果を承知しているという意味）。
要支援児童の中で、具体的な中身について保護者からの問い合わせが計3件有った

が、深刻に考えられないよう、また面談させていただく日に詳細はお話させていただ
く旨、回答。
面談後、要支援の5件については、すべての保護者が関係機関での事後支援を了解

された。

登察
結果返し文書を、園と市児童・障害福祉課の連名通知としたことは非常に重要なこ

とと考えるが、園によってはこだわられる可能性があるので、今後、実施園を拡大し
ていく中で、調整が必要と思われる。
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（7）事後支援
実施日　平成21年1月中旬～　順次
内容
舞鶴養護学校トータルサポートセンターの巡回相談、及び保健所の発達クリニック

などには、保護者とともに保健センターや市児童・障害福祉課の職員も同行。
園の先生も含めて今後の支援方法を聞き、具体的な支援を実施。

4．全体の課題、評価等
・今回は2園のみの実施であったが、当初想定していた以上に、関係機関や保護者等と
の調整（事後のフォロー）に時間を要した。今後実施園を拡大する中で、市主幹課等
の実施体制の整備、及び市内専門機関の支援・協力は非常に重要なポイントになって
くる。また今回、保護者と大きなトラブルになるようなことはなかったが、そういっ
た問題も発生すれば、さらに多くの時間がかかることも想定される。

・結果返し後のフォロー教室（ほめ方教室など保護者対象の教室）の実施は今後の課題。
・今後、実施する園に限らず広く幼稚園、保育所に本事業の趣旨や概要を伝えていく必
要がある。
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第6回幼保小連携発達支援会議資料

「さくらんぼ園」整備方針（概要）
さくらんぼ園長　大泉　邦暉

平成22年当初に整備予定の新「さくらんぼ園」について、新しい事業内容方針と、そ
れに伴う設計の特徴は次のとおり。

1．新「さくらんぼ園」のコンセプトと事業実施の方向
（これまでの療育内容との比較・充実策）

（1）適切な療育と発達の支援、待機児童の解消、療育希望者への対応
～障害の種別に応じた適切で効果的な療育の実施～
◎週1回療育から、子どもの発達に応じ週2回療育へ
◎小集団療育の他、個別療育の充実
◎療育の定員を拡大し、80名とする

○1歳児　　　5名程度
○2歳児　　10名
○3歳児　　15名

○4歳児　　20名程度
○5歳児　　25名
※学童　　　　5名

◎就学前から小学校への移行を系統的に行うため、小学校低学年を対象としたフォ
ローアップ事業の実施

（2）関係機関のコーディネート
～発達を促すための関係機関との調整（中心的役割）、小学校への接続等～
◎発達支援ファイル等、舞鶴市発達障害支援事業との取り組み連携

（3）発達障害支援
～発達障害に係る療育、幼稚園・保育所への技術的指導・助言（出向き）～
◎臨床心理士など、専門的知識をもった職員の配置

（4）親支援
◎保護者対象の学習会、勉強会の実施

（5）日中一時支援事業の実施
さくらんぼ園卒園生（主に低学年）を中心に、放課後預かりを実施し保護者の生活・

就労支援を行う。
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2　設計基本方針

（1）利用する子どもたちのニーズにあわせ、活動しやすく、わかりやすく、明るい環境

（2）子どもたちの並行通園先や就学先の環境との共通する環境と工夫された環境

（3）保護者や来訪者がホッとできるような環境

（4）地域との結びつきが深まり 同化できる環境

3　設計のポイント
（1）構造
木造平屋1階建て

（2）規模
延床面積　497．34㎡
建築面積（延床面積とほぼ同じ面積）

（3）事業費　　約2億円（寄附）
（4）施設内容
保育室や会議室、多目的ルームの他、次の特徴的な専用室を配置。

（特徴）
・感覚統合訓練室
遊具での遊びを通して、子どもたちがバランスの良い動きを身につけ、楽しさを知
る部屋です。

・個別指導室
子どもたち一人一人の発達状況を把握し、発達段階に即した社会性やコミュニケー
ションの力や認知面等の個別指導を行う部屋です。

・スヌーズレン室

子どもたちが、視覚・聴覚・触覚・嗅覚などへの刺激を感じ取り、それを楽しみ、
リラックスできる部屋です。
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4　配置図（計画）
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幼稚園・保育所における発達支援員の配置の在り方について

幼保小連携発達支援会議

序．就学前施設の障害児等支援に係る職員配置の制度充実に向けて
1．多くの課題
2．課題解決の方向
3．「発達支援コーディネーター」「発達支援員」配置による園のあるべき組織体制
4．園巡回と「発達支援員」の配置判定の具体的手法例
5．具体的方向
6．今後の展開の可能性
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序．就学前施設の障害児等支援に係る職員配置の制度充実に向けて

幼稚園や保育所の就学前施設における障害児等への職員配置については、数年前から幼

稚園教諭や保育所保育士等の間で問題視されてきたが、昨年度発足した幼保小連携発達支

援会議での議論を踏まえ、発達障害支援も含むすべての子ども達の成長と発達を支援する
視点での、幼稚園や保育所への発達支援員配置について、その充実に向けた方向性をまと

める。

発達支援員配置に係る議論・制度設計の主な経過

・平成20年3月　　　　「幼保小連携発達支援会議報告（中間報告）」

・平成20年8月22日　第4回幼保小連携発達支援会議
・就学前施設の処遇のあり方について

・平成20年10月15日　第5回幼保小連携発達支援会議
・発達障害等支援に係る幼稚園・保育所での加配について

平成20年12月25日
平成21年3月13日

新しい制度設計をもとに東保育所で試行テスト
第6回幼保小連携発達支援会議
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1．多くの課題

幼稚園や保育所での障害児等支援が必要な児童の加配については、時代の要請、運営面、
補助制度面などにおいて、従来から数多くの課題が存在する。

～幼稚園・保育所～

“特別児童扶養手当の対象児がいるから職員を配置する”などの考え方がしみ込んでお
り、保育の現場、クラス、その子の発達に応じた総合的な判断に基づく適正な配置に
なっていないところが見受けられる。

⇒安全確保がメイン。
⇒支援が必要な児童がいるにもかかわらず、診断（手帳）がないため、職員を配置

することができない。
⇒逆に必要でない児童への職員配置が行われていることもある。また職員配置（加

配）が子どもの自立や成長の弊害となっている場合がある。
民間園（幼稚園含む）においては、十分な職員を配置するだけの行政補助となって

おらず、職員を配置すれば園運営の負担になっている。そのため、民間園の自助努力
に頼りつつも、多くは受け入れられず、公立保育所（市の臨時職員雇用）により対応
している現状がある。保護者にとっては、行きたい園に行くことができない（※舞鶴
幼稚園においては近年実績無し）

・障害児等支援のための職員は臨時で雇用されていることが多く、新たな課題とされ
る発達障害への対応、関係機関との連携が不十分。

～特に保育所～

市はこれまで民間園からの書類上の主訴のみで、実際に現場に赴くなど、総合的な
判断に基づく加配補助決定を行っていなかった。また、評価も行っていない（前の年
で職員配置が認められたから今年度も配置しなければという思考）。
市の加配に係る制度については、平成15年度、国制度であった特別児童扶養手当

対象児への1対1加配制度が廃止され、また平成20年度には、府制度の1対4の障
害児加配が廃止となる。平成15年度以来、“なごり的”に実施してきた国制度に基づ
く加配補助、また長年、多くの市内保育関係者が府の1対4の制度に疑問を抱いてき
た経過からも、しっかりとした制度構築をしなければならない。
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2．課題解決の方向

○市サイドの対応
（1）「発達支援員」としての配置
障害児等、園内の成長と発達を専属で支援する職員を、「発達支援員」とする。
個別には、“幼稚園：発達支援教諭”、“保育所：発達支援保育士”と称する（特に保

育所においては“障害児加配職員”という名称は使用しない）。

クラスへの配置を前提とし、従前の障害、発達障害を含む、すべての子ども
たちの成長と発達を支援する役割。ただし、そのクラスの中でポイントとな
る児童については個別支援計画の策定を必須とし、成長と発達を支援。）

（2）適切な「発達支援員」の配置と指導
専門組織の園巡回による、発達に視点を置いた配置判定、指導。幼稚園や保育所、

また公、民関わらず、行きたい園を保護者が選択できる環境を整える。そのための実
態に沿った行政補助・支援。

園に任せきりにするのではなく、第三者の視点での指導支援。園の主訴のみ
で配置・補助してきた職員を第三者の適切な視点で配置判定、事後評価

．

○幼稚園・保育所サイドの対応
（1）「発達支援コーディネーター」の配置と育成
主任が兼任するなどにより、障害に関わる窓口、発達支援員や関係機関とのコーデ

ィネーター役を担うとともに、専門性を高める。また、各園自らの努力により、発達
検査ができる職員を育成する。

責務の明確化

（2）園内の組織体制の再構築
「発達支援コーディネーター」や「発達支援員」も含めた園全体の組織体制と各職

責を再構築

園全体の支援体制の整備（次貢）
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3．「発達支援コーディネーター」「発達支援員」配置による園のあるべき組織体制

・発達支援員がその役割を十分果たせるよう、発達支援コーディネーターや担任、発
達支援員と日常的に連携を図る。

．・発達支援コーディネーターや発達支援員に対し、障害や発達支援に関わる研修への
参加を指示。配慮の必要な児童に対する具体的支援が準備できるよう時間的配慮。

・発達支援員配置に伴い、各園1名、障害をメインに担当する者を選任（主任等が兼
任）。
・担任や発達支援員との連携・調整や、専門的指導を行うとともに、必要に応じ「こ

ども療育センター」「さくらんぼ園」等の関係機関との連携・調整を図る。
・個別支援計画策定により、支援員配置も含めたその子全体の成長・発達評価を行う。
・研修・専門的な知識習得（舞鶴養護学校主催の事例研参加など）。発達検査も実施。

（1）位置づけ
①配慮の必要な子どもだけにつくのではなく、該当の子どもがいる園・クラスに配置す

る。

②クラス担任を補佐、連携・協力し、該当する子どもも含め、集団を成立させるべく、
クラス運営にあたる。副担任的イメージ。

（2）役割

①配慮の必要な児童の成長・発達を支援し、安全を確保しながら、クラス全体の運営に
あたる。

②支援の必要のない児童も含め、お互いがふれあい育ちあうように支援する。
③親の子育て不安をなくし、自信をもてるように「親育ち」の支援を行う（就学をにら

みつつ）
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4．園巡回と「発達支援員」の配置判定の具体的手法例

（1）趣旨
園からの気になる子等に関わる主訴に基づき、専門組織による園巡回を実施。
直接現場で集団観察等を行うことにより、公平・公正に発達支援員の配置を決定する

とともに、具体的な子どもへの関わり方や指導内容に関する助言を行う。
（専門組織の了承なしに、公立の臨時職員任用、民間への補助は不可）

（2）専門組織の体制
新たに組織化するのではなく、平成20年度から試行的に実施している“年中児発達

サポート事業（5歳児健診）”の巡回体制がベース。
なお、臨床心理士など、より専門性の高い体制は今後の課題。

（仮称）発達支援員　要否判定会議（幼保小連携発達支援会議の専門部会的位置づけ）

・公立保育所　…保育士（巡回園数の増加によって複数）
・児童デイサービス施設　さくらんぼ園　…主任指導員
・京都府立舞鶴養護学校特別支援教育トータルサポートセンター

…地域支援コーディネーター、言語聴覚士、特別支援教育士
・市児童・障害福祉課　　…保健師、事務方

（3）具体的な配置判定の方法

幼稚園・保育所からの主訴

↓

実地観察

↓
配置判定（カンファレンス）

↓
民間：臨時職員任用、補助手続き
公立：臨時職員任用

・判定依頼書
・クラスでの発達支援員配置の必要性シ
ート

・アセスメントシート

・チェックリスト（※）

・保護者同意書

・園記入のチェックリスト等の検証
・実地観察調書

・要否判定会議
・配置決定通知（園宛）

（・個別支援計画（※）策定）
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（※）チェックリスト…K式、SM社会性発達検査、ASQなどを組み合わせたオリジナルのチェ
ックリスト。実践の中で、引き続きチェックリストの研究・改良を行っていく必要がある。

（※）個別支援計画…保護者や関係機関が共同で、長期と短期の成長目標（Plan）をたて、その目標
に向かって、それぞれの主体が取り組み（Do）、年度末に評価（Check）。さらに次年度につなげてい
こうとするもの（Action）。小学校への接続時にも活用される。多くの自治体で導入が進んでおり、
本市においては、市教育委員会が先駆けて全小・中学校での試行導入が“個別（教育）支援計画”
としてスタートしている。

（4）スケジュールイメージ

2月～3月　　　入園（所）申請書や聞き取り、面談等による仮判定
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（⇒上期巡回により確定）

4月初旬　　　　園宛、照会
1

5月下旬～7月　上期実地観察　…　園からの依頼が出てきたところから巡回開始
1　　　　カンファレンス

10月～11月　　下期実地観察…支援状況の追確認等
カンファレンス

※効率性を考慮し、巡回は年中児発達サポート事業と合わせて実施。
※上記スケジュールに関わらず、必要性に応じ、可能な限り適宜巡回。
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5．具体的方向

（1）保育所の障害児加配に係る制度の全面改定（平成21年度～）
保育所での発達支援貞配置に係る舞鶴市独自の制度創設。1～4の在り方を踏まえた

内容と、民間保育所への補助。
（補助のポイント）
①対象経費　　通常保育上の発達支援員配置に係る人件費
②補助基準額　市が臨時保育士を雇用したときに必要な支出額
③補助額　　　②に（仮称）発達支援員　要否判定会議での判定人数を乗じた額

（2）幼稚園に関わる京都府への要請
民間幼稚園においては、主な補助制度が京都府で実施されていることから、京都府

に対し、「舞鶴市では、従来の障害を含む“気になる子”の成長と発達を支援するため
の保育所補助制度を作った」旨、承知いただくとともに、幼稚園に対しても同様の制
度充実を要望。

6．次の展開の方向

（1）幼稚園での発達支援貞配置制度の実施。

（2）今後、施設や職員体制が充実される児童デイサービス施設「さくらんぼ園」とともに、
専門機関や小学校など、市内関係機関と就学前施設との連携体制の強化。

（3）教育・保育支援体制の強化。

（4）発達障害支援に係る各種プロジェクトとの連動・連携と推進。
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付属資料（様式集）
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【申請】

発達支援員の配置の変更時にも当該様式
を使用。ただし、配置の変更が必要と認め
られるクラスのみの内容で申請。

平成　　　年　　　月　　　日

舞鶴市　福祉事務所長　　様

保育所名

園長

平成　　年度発達支援員配置判定依頼書

平成　　年度の発達支援員の配置に伴い、別紙関係書類を整えましたので、（仮称）発達

支援員　要否判定会議に発達支援員の配置判定を依頼します。
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I．クラスでの発達支援員配置の必要性シート

配置が必要と認められるクラス
ごとに記入。個別の必要性でな
く、クラス運営全体の視点での必
要性
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Ⅱ．要支援児の状況

Ⅰ．に基づき、気になる子ごとに記入）

P3，4は個別支援計画にも活用可。

アセスメントシート①

作成者≪　　　　　　　　　　　　≫：平成　　　年　　　月　　　日
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アセスメントシート②

書き方

保育や療育（さくらんぼ園等）
の経過を書く。

書き方
検査日・機関名・検査内容を
書く（診断を受けている場合
は、診断名。ただし、その基
礎となる検査結果について
は、書かない）

※本人から2親等内の親族を記入
※同居している家族は○で囲む
※兄弟は生年月日を記載

※変化があれば書き加える（加筆修正する）
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チェックリスト チェック欄にレ印をつける

S：S－M社会生活能力検査
K：新版K式2001
T：遠城寺

SH：身辺自立
L：移動

O：作業
C：コミュニケーション

S：集団参加
SD：自己統制
PM：姿勢・運動
CA：認知・適応
LS：言話・社会
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チャックリスト記入者氏名：

発達支援コーディネーター

氏名

他の職員がチェックをつけた

としても、園のコーディネー
ターが記入内容の責任をもっ

ていただきたい。
（要コーディネーターの選任）
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舞鶴市　福祉事務所長　　様
・配置判定全体の流れに関する同意。
・保護者同意を得られるのが困難な場
合は、（仮称）発達支援員要否判定会議
の職員とともに、時間をかけて保護者
との調整を図る。

発達支援員配置手続きに関する同意書

私は、　　　　　園における発達支援員配置手続きに伴い、　　　　　　　　の成長、

発達の状況について、（仮称）発達支援員　要否判定会議の協議上必要な情報を　　　　園

から同会議に提供することに同意します。

平成　　　　年　　　　月　　　　日

保護者氏名
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【配置決定通知】

（幼稚園・保育所名）園長

（氏名）　様

平成　　　年　　　月　　　日

舞鶴市福祉事務所長

平成　　年度発達支援員配置結果書

平成　　年度の発達支援員の配置については、　　月　　日の園巡回とカンファレン

スにより、下記の配置が適切とみなします。

記
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【配置変更決定通知】

平成　　　年　　　月　　　日

（幼稚園・保育所名）園長

（氏名）　様

舞鶴市　福祉事務所長

平成　　年度発達支援員変更決定通知書

平成　　年度の発達支援員の配置については、　　月　　日の発達支援員配置結果

書により通知したところ、　　月　　日の園巡回とカンファレンスにより、下記の配

置が適切とみなし、これを変更します。

記
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発達支援ファイルに関するアンケート調査結果

Ⅰ．実施要領
（1）調査の趣旨

子ども達の発達支援の取り組みのうち、昨年6月から試行導入している発達支援ファイルに

ついて、実際に試行利用いただいている保護者の意見を踏まえ、第2版作成の基礎資料とする。

（2）調査方法等

①対象者：発達支援ファイル試行利用者60名

（さくらんぼ園40名、京都府立こども療育センター20名）
②方法：さくらんぼ園、こども療育センターから郵送し、市宛郵送無記名回答（第2版作成会

参加希望を除く）

③回答数　36人　（回収率60．0％）

Ⅱ．集計結果

間1．発達支援ファイルの試行記入の有無
した　　　　22名　（61．1％）　　していない　14名（38．9％）

問1－1．問1のしていない者のうち、その理由（主なもの）

・忙しく、ゆっくり記入する時間がない
・くわしく書きたくないし、あまり障害が重くないので、必要がないと思うから

・他に同様の成長記録をするものがあるから、時間ができたら記録を整理します

・子どもが大きくなってから読みかえす時、どうすれば傷つかないかと考えると、ま
だ自信がないから

・こまかい事が苦手なので。

問2．発達支援ファイル第1版の改善点
○ファイル本体の紙素材の改善（6件）

○罫線希望（4件）
○ファイルのサイズを小さく（4件）

○中身の様式の改善（4件）

〈意見〉

・成長発達の記録と病院、福祉のかかわりを同時に見れたら、発達の経過と支援や
治療などの関係がわかりやすいと思う。

・子どもの好きな事を記入する所を作ってほしい（パニックになった時の回避方法、

回復方法になるため）
・「コミュニケーションのとり方」「パニック時の対応の仕方」「こだわり」「食事」

「注意点」など、現在の子どもに対する対応の仕方を記入できるとより活用でき

ると思う。
・思いだしながらメモする感覚でかつ順序も間違えずに書き込める物になればいい

なと思います。後で思い出しては書きたすということも多い。

○パソコン処理（2件）
○その他

・幼少期の枚数をもう少し多く。

・ファイル本体のリングが緩くなって、すぐに外れてしまうようになる。
・用紙がなくなっても気軽に試行実施施設で様式がもらえるようになれば。

・見出しをみやすくつけてほしい。

・学校と家からのファイルを一本化してほしい。
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問3．今後、期待すること
・小学校就学、中学校就学時に学校との支援についての話や子ども達がスムーズに学校生活
を送れるように連携がとれるような手助けになってほしい。学校サイドも支援ファイルや
療育の理解をしやすくなれば、子ども達も学校生活や社会生活の助けになると思うので、
もっとみんなが活用できるようになったらよいと思います。

・担当医師に必要事項を記入してもらえたり、簡潔な診断書（？）を書いてもらえたら、正
確に残せるので便利かなと思います。

利用する方が増え、周囲の方への理解・支援の輪が広がればいいなと思います。

・就学に際し、オリジナルのサポートブックを作成しましたが、学校（担任）からは、対応
の仕方がよくわかり、良かったとの意見をもらいました。「サポートブックの作り方」の

本もあれば、うれしいです。一人でも多くの方が活用されれば、子ども達も教える先生方
もよりわかり合えるのではないでしょうか。

・発達テストの結果なども保存できるようにしてほしいです（病院で発達テストをしても、

結果を知らされていないので、どういう部分が延びている、とかが分かりにくいため）

毎日、育児に仕事に家事にそして療育、言語療法・・・と正直、書いている時間がありま
せん。甘えかもしれませんが、”発達支援ファイルを書く会”なんてイベントじゃないけ
ど、書く時間を設定してもらえると、記入もできるのかも。市役所では無理と思うので、
さくらんぼ園などで・・・・

・”医療欄をはずしてファイルに入れて子どもに持たせて、情報を教師と共有したい”と思
いますが、　大きいので、「変わったものを堤出していると目立つからイヤ！！　と拒絶しま

す（5年生）。”コピーして切り取って連絡帳に貼ろうか”と思いますが、2歳の子の多動

につき合う毎日には難しいです。学校の先生とは電話で話したりが中心で、対面してゆっ

くり話すこともないので（下の子が行方不明になるので）「療育センター」にコイン式コ
ピー機があるといいなと思います。

もっと小学校や幼稚園、保育園の先生たちにも、知ってもらって、普通にお互いが利用で
きるように、周知徹底してほしいと思います。

親と病院の先生とやりとりだけでなく、学校の先生とか、1対1のやりとりでなく、子ど
もに携わる人たちとのコミュニケーションも併せもったファイルにできないでしょうか。
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発達支援ファイル第2版作成に係る意見交換会の結果

日時：平成21年2月7日（土）13時30分～16時

場所：舞鶴市身体障害者福祉センター2階会議室

出席者：計10名（試行利用保護者5名、市内関係機関5名）

主な意見（ポイント）

（1）カバーはプラスティックにする。

（2）子ども達にどのようなサービスがあるのか、その内容の一覧を掲載する。

…年齢を問わず、すべてのサービスを掲載しているのがあるが、就学指導委員会とは？特別支

援学級とは？ことばの教室とは？など、身近な問題に関わる情報が掲載してあるようなものを後

部につける

（3）発達支援ファイルはA4とする

…B5の方が持ち運びしやすいが、発達検査の結果や学校の個別（教育）支援計画など、すべて

の行政情報がA4となっていることから、A4とする。

（4）介入と発達（実態）の経過がわかりやすいような様式に変更する。

…育児日記の面もあるが、やはり“発達支援ファイル”の名称からして、医療や福祉面などか

らの介入（支援）により、どう子ども達が変化したかなどの経過がわかる方がいい。

（5）紙などに穴を空けずに、挟み込めるクリアファイルが少しあるといい。

（6）うすい罫線がある方がいい。

（7）パソコンで入力したい。

（8）幼稚園や保育所、各小学校にもっと発達支援ファイルを理解してほしい。

（9）来年度の養護学校での導入は検討。

（10）その他要望（できれば・・・）

①発達支援ファイルに1歳6か月健診の様子を保健センターに書いてもらう様式をつけておく。

それを1枚、保健センターにもっていけば、記入してもらえるようにしてもらえれば・・

②今回の発達支援ファイルを試記入する中で、母子手帳にもっと書いておけばよかったという思

いになった。母子手帳をB5にすることはできないだろうか？

市事務局の対応

第2版に向け、いただいた意見に応えるべく市事務局で調整、改善を図る。

また、記入様式等の内容については、舞鶴こども療育センターの四方あかね先生

とともに再考する。

引き続き、意見交換会に来られた皆さんにはご意見を頂戴したい。
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平成20年度「発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業」（報告）

グランドモデル事業について

＜教育委員会学校教育課＞

1　活動状況

（1）福祉関係機関等との連携
小学校への就学をスムーズに進める上で大きな役割を果たしてもらっているのが、障害

児通園施設「さくらんぼ園」である。日常的に情報交換を行い、5月には通園している年
長児の保護者を対象にして就学説明会を実施している。また、夏の（就学）教育相談活動
にも相談員として専門的なアドバイスをしてもらっている。

また、市長部局の児童・障害福祉課や京都府立舞鶴養護学校との連携については、共催
で連続発達障害講座を開催する等積極的に進めている。この講座には延べ600人以上の
保・幼・小・中教員が研修会に参加をした。

（2）相談支援ファイルの作成・活用状況

昨年度から全小中学校において個別の教育支援計画の作成を進めているが、それを保護者
が保管活用してもらう支援ファイルを作成し学校を通して配布を行った。この支援ファイル
は、小学校から中学校へ、中学校から高等学校へ進学する時に、学校が一貫した支援を行う
重要な資料として位置づけている。

グランドモデル事業として、支援ファイルを本年度は200部作成した。保護者に配布した
支援ファイルは136部であり、今後配布予定は49部である（平成21年2月末）。なお、各学
校をはじめ関係基幹にも配布したので、在庫はない状態である。次年度もグランドモデル事

業を受ける申請をしているので、その活動として支援ファイル100部作成を考えている。

（3）成果と課題
○　個別の支援計画作成について先進的な取組をしている学校の実践に学び、各校や本市の

取組などの交流や研修会（8月）を実施した。その中で、本市の特別支援教育の推進状
況についても報告してもらい、本市全体の概要の理解が広がった。

○　教育支援ファイルを作成と配布を通して、保護者が支援計画の保管や関係資料のファイ
リングをしてもらうシステムが一歩進めることができつつある。

○　乳幼児期から就労に至るまで一貫した支援を行う体制を市全体でシステム化している

地域（滋賀県湖南市）や、就学先については保護者と本人の意向を受け入れるために、
就学指導委員会を発展解消して就学調整会議を立ち上げた地域（埼玉県東松山市）に視
察を行い、多くのことを学べた。共通しているのは、両方の市町が以前から健康福祉を
重点にした市町つくりが行われていて、しっかりとしたベースがあるということである。

●　学校として小学校から中学校、中学校から高等学校へ進学する場合に、この支援計画が
引き継ぐ移行支援計画として活用できるようにする。

●　支援計画作成は進んでいるが活用が実感できるように、その内容の検討や更新のあり方

について協議検討していきたい。
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【参考資料】　教育支援計画作成・支援ファイル配布状況

＜小・中別支援計画作成・更新・ファイル配布部数　H21・2＞

○　各校における支援計画作成や更新については、実態に応じて計画的に取組が進んでいる。
○　本年度の新規支援計画は120部作成されていて、個別の支援が広がっている。
○　支援計画の更新についても、71％（102／144）と高率である。
○　支援計画ファイルの配布については、52％（136部／264部）で、支援計画を作成し

た過半数の保護者にファイルが配布されている。

●　支援計画は学校と保護者双方が補完し合い、それぞれの支援内容を確認したり成果や課題を
共通理解していく上で大事であるので、配布率を高める必要がある。

●　支援計画や更新の内容について、より有効活用できるように交流や研修を深めていきたい。
●　作成した支援計画を小学校や中学校へ、中学校から高等学校へ進学する場合の「移行支援計

画」として位置づけて、校種間で系統的な支援が出来るように進めていきたい。
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平成20年度　三者共催「発達障害研修講座」について

1　共　催　　京都府立舞鶴養護学校・舞鶴市・舞鶴市教育委員会

2　事務局　　京都府立舞鶴養護学校特別支援教育トータルサポートセンター

3　日時・会場・内容・講師

4　のべ参加者数内訳

・保育所関係者　391名
・幼稚園関係者　　37名
・学校関係者　　　37名
・諸関係機関　　　59名

5　パネルディスカッション

・事例提案　　　　　北原　真理　先生（ルンビニ保育園）

・コーディネーター　竹内　謙彰　先生（立命館大学）
・パネリスト 小川　恭子　先生（花園大学）

霜山　美穂　先生（舞鶴市　保健師）
島田　久子　先生（舞鶴市立中保育所）
岩美　恵子　先生（さくらんぼ園）
山本　　力　先生（舞鶴市教育委員会）
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Ⅹ．シンポジウムの開催

基幹型障害児・者支援センター構想研究事業の取り組みの実績報告を市民に対し、行うことを目的に、
発達障害支援も含めたシンポジウムを二日間にわたり開催。

共通テーマ：『ユニバーサルな社会を目指す地域づくり
～障害者の自立支援と子どもの発達支援を考える～』

日程：平成21年2月28日（土）～3月1日（日）　　　場所：市商工観光センタ一

第Ⅰ部　シンポジウム　「障害者の自立、地域から」　【2月28日】
13：00～13：10　　市長あいさつ

13：10～14：10　　基調講演1　立命館大学産業社会学部教授
峰島　厚

14：15～15：15　　基調講演2　愛知淑徳大学医療福祉学部教授
（有）自立生活問題研究所　所長　　　　谷口　明広

15：30～17：00　　パネル討論
○コーディネーター

立命館大学産業社会学部教授　　　　　　峰島　厚
○ハ。ネラー

愛知淑徳大学医療福祉学部教授／（有）自立生活問題研究所所
谷口　明広

社会福祉法人京都太陽の園　こひつじの苑舞鶴施設長
山本　裕

社会福祉法人みずなぎ学園　みずなぎ高野学園施設長
濱田　康寛

社会福祉法人まいづる福祉会　まいづる作業所所長
新谷　篤則

社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会　いこいの村

聴覚言語障害センター所長　　　　　　近藤　幸一

第Ⅱ部　シンポジウム　「子供の発達支援とユニバーサル社会の実現」　【3月1日】
13：00～15：00　　基調講演1　あいち小児保健医療総合センター

心療科部長兼保健センター長　　　杉山　登志郎
15：00～16：00　　基調講演2　えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表

阿部　優美子
16；15～17：45　　パネル討論

○コーディネーター

立命館大学産業社会学部／大学院応用人間科学研究科教授

荒木　穂積
○パネラー

えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表

阿部　優美子

皇學館大学社会福祉学部教授
京都府障害者支援課長
舞鶴市立余内小学校教諭

映画上映会
①2月28日　18：00～20：00

②3月1日　10：00～12：00

小谷　裕実

池上　直樹

中村　真弓
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～第1部～　障害者の自立、地域から

1日目の障害者の自立に関わるシンポジウムでは、当事者の方々に多く参加をいただく中（参加者150

名）、立命館大学産業社会学部の峰島厚教授からは、「障害者の自立支援と地域サポート体制づくり」と
して、本市の今年度の研究事業の取り組みを通じた国の動向や相談支援事業等地域の支援体制に関わる
お話を、また愛知淑徳大学医療福祉学部の谷口明広教授には、今回の研究事業に取り組むきっかけとな
った「米国加州の「地域生活支援システム」と障害者自立支援法の問題点」について講演をいただき、
舞鶴市版アンブレラシステムの重要性をお話いただいた。
基調講演後のパネルディスカッションでは、市内の相談支援事業所を運営する4つの法人の施設長に

集まっていただき、立命館大学の峰島教授コーディネートのもと、地域のあるべき相談支援体制につい
て議論を深めた。

なお、会場横のロビーでは、各相談支援事業所がそれぞれブースを設け、物品の販売や相談会などを
開催。本シンポジウムが舞鶴市主催ではあるものの、共同実施的な位置づけとして、次年度の取り組み
につなげていけるものとなった。
平成21年度のシンポジウムの開催は未定であるが、法人とのコラボレーション、取り組みの市民へ

の理解など、その実施効果は大きいものと捉え、今後検討していく。

両日開催の映画上映会では、（社）京都社会福祉士会が中心となって、「筆子その愛－天使のピアノ－」
を開催し、約130名の方々に鑑賞いただく中、障害に関する理解を深めていただくことになった。
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～第2部～　子どもの発達支援とユニバーサル社会の実現

『ユニバーサルな社会を目指す地域づくり』
3月1日シンポジウム　子どもの発達支援とユニバーサル社会の実現

～報告～

基調講演13：00～16：00

『発達の凸凹を持つ手への早期支援』

あいち小児保健医療総合センター　心療科部長兼保健センター長　　杉山　登志郎

『学校や家庭ですぐに出来る具体的な支援』

えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表　阿部　優美子

パネル討論16：15～17：45

『手ども達が輝く地域づくり』

○コーディネーター

立命館大学産業社会学部／大学院応用人間科学研究科教授　荒木　穂積

○パネラー

えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表　阿部　優美子

皇學館大学社会福祉学部教授　　　　　小谷　裕実

京都府障害者支援課長　　　　　　　　池上　直樹

舞鶴市立余内小学校教諭　　　　　　　中村　真弓

230名の参加
昨年度に引き続き「子どもの発達支援とユニバーサル社

会の実現」のテーマで開催した3月1日のシンポジウムで

は、大阪や滋賀、奈良等の近畿圏だけでなく、遠く埼玉か

らお越しいただく方もあり、たくさんの参加をいただきま

した（約230名）。

基調講演では、あいち小児保健医療総合センターの杉山

先生から、“多くは凸凹の凹の部分ばかりを支援する傾向

があり、凸の部分こそしっかりと育んでいくことが重要。

放置は最悪の対応！。週一、二回、二時間程度の集中的な

療育だけではダメ”など、貴重なお話を頂戴しました。

また、えじそんくらぶの阿部様からは、ご自身の息子さ

んのお話から．子育てに悩んだ折、担任の先生が私の話を

ただ聞いてくれただけで、育児ストレスが減った。それに

伴い、子どもを怒ることも減っていったなど、子育て支援

全般に関わるような、またすぐに現場でできる支援策など

についてお話をいただきました。

後半のパネル討論では、まず皇學館大学教授の小谷先生

から、早期診断・療育という観点で、“地域のサポートを

まったく受けずに初診にかかる人もいることから、保健セ

ンターでの健診精度をさらに充実すべき”など、地域でで

きることは可能な限り地域で対応しておくことが必要とい

うご意見を、京都府障害者支援課の池上課長からは、発達

障害者支援センターでの取り組みのほか、本命でも今年度

から施行的に取り組んでいる年中児発達サポート事業の必

要性についてのお話を、余内小学校教諭の中村先生から

ほ、サポートチェックリストを使った個々の実態把握や校

内委員会による課題の共有化など、同校が進めている取り

組みについて報告いただきました。

その後、会場参加者からの質問や意見も交えながら、発

達障害支援に関わる具体的な取り組みとあるべき支援体制

について、議論を深めました。
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参加費無料
定員各300名 舞鶴市では、障害のある人の自立の促進と子どもの健やかな成長を支援していく

仕組みつくりに取り組んでいます。支援について皆さんと共に考え、進めていく

ため、シンポジウムを開催します。お誘い合わせのうえ、ぜひご参加ください。

2月28日（土）13：00～　障害者の自立、地域から

障害者の自立支援と地域サポート体制づくり
峰島　厚　【立命館大学産業社会学部教授】

米国加州の「地域生活支援システム」と障害
者自立支援法の問題点

谷口　明広 【愛知淑徳大学医療福祉学部教授／（有）自立生

活聞題研究所所長】

誰もが安心して暮らせる地域づくり
【コーディネーター】

峰島　厚　【立命館大学産業社会学部教授】

【パネリスト】

谷口　明広 【愛知淑徳大学医療福祉学部教授／（有）自立生

活問題研究所所長】

山本裕 【（福）京都太陽の園こひつじの苑舞鶴施設長】

濱田　康寛 【（福）みずなぎ学園みずなぎ高野学園施設長】

新谷　篤則 【（福）まいづる福祉会まいづる作業所所長】

近藤幸一 【（福）京都聴覚言語障害者福祉協会いこいの村

聴覚言語障害センター所長】

まだ福祉という概念も根付いていない明

治時代に、障害児教育を実践した夫を支

え、日本の社会福祉に貢献した石井筆子の

生涯を描いた作品。作中では、公募で集ま

った知的障害のある子供達がプロの子役

達と共に伸び伸びとした演技で活躍して
います。

裏面もご確認ください。
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シンポジウム　ユニバーサルな社会を目指す地域つくり
～障害者の自立支援と子どもの発達支援を考える～

発達の凸凹を持つ子への早期支援

杉山　登志郎 【あいち小児保健医療総合センター　心療科

部長兼保健センター長】

学校や家庭ですぐに出来る具体的な支援

阿部優美子 【えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表】

子ども達が輝く地域づくり
【コーディネーター】

荒木　穂積 【立命館大学産業社会学部教授／同大学院応用人間科学研究科教授】

【パネリスト

阿部優美子　【えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表】

小谷　裕実　　　【皇學館大学社会福祉学部教授】

池上　直樹　　【京都府障害者支援課長】

中村　真弓　　　【舞鶴市立余内小学校教諭】

■主　催　舞鶴市、（杜）京都社会福祉士会

■後　援　京都府中丹広域振興局、（有）自立生活問題研究所、

（福）京都太陽の園、（福）まいづる福祉会、（福）京都聴覚言語障害

者福祉協会、（福）みずなぎ学園、舞鶴市私立幼稚園協会、舞鶴

市民間保育園連盟、立命館大学人間科学研究所

【問い合わせ】事務局／舞鶴市児童・障害福祉課

TEL0773・66・1033　FAX0773・62・7957

E－mail：jido－syougai＠post．city．maizuru．kyoto．jp

【申込にあたって】

・シンポジウムや映画上映会の各定員は300名です。定員になり次第締め切らせていただきます。

・表面（※）の欄は必ずご記入ください。

・託児をご希望の場合は、おやつ代として実費200円（1日あたり）をご負担いただきます。

・託児、手話通訳、要約筆記の各希望欄に特に記入のない場合は、希望なしとさせていただきます。

・駐車スペースが限られておりますので、乗り合わせいただくか公共交通機関等によりご来場ください。

・お名前・ご住所などの個人情報は厳重に管理し、当該シンポジウムの目的以外には一切使用いたしません。

申込書裏面

申し込み先

書務局／舞鶴市児量・陣書福祉課（〒625－8555舞鶴市北吸1044）
FAX：0773・62・7957　舞鶴市ホームページURL：http：／／www．city．maizuru．kyoto．jp
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第4号

発行日　平成20年9月5日

幼保小の発達支援ニュース

幼保小連携発達支援会議

ハイライト
・子ども達の発達支援の中心的施設の整備

・加配職員は経営的負担！
・舞鶴市立余内小学校

・研修会に100人上回る参加！

療育施設「さくらんぼ園」整備へ

「さくらんぼ園」は、市内で唯一の療育施
設として、身体障害者福祉センター（余部

下1183番地の9）の一室（約60㎡）を利用
し、社会福祉法人　舞鶴市社会福祉協議

会により運営されています。

近年、利用児童が増加傾向にあり、非
常に手狭な状況が続く一方、舞鶴市障害

者計画や、昨年度の幼保小連携発達支
援会議において、「さくらんぼ園」は早期対
応等の観点から、その役割は極めて重要

である、との見解が出されています。

これらを受け、「さくらんぼ園」が発達障
害をはじめとする子ども達の成長と発達
の支援、また幼稚園や保育所、医療・保
健機関等、市内関係機関の中心的役割を

果たそうとする中で、過日、本市出身の篤
志家　故高本善四郎氏（※）から「さくら
んぼ園」整備資金として、舞鶴市社会福

祉協議会に寄付を受け、このたび整備す
ることになったものです。

今後、平成22年開園に向け、整備が進
められる予定です。

（児童・障害福祉課）

（※）故高本善四郎氏
（平成19年12月7日逝去　享年96歳）

舞鶴市吉原地区のご出身で、旧制舞鶴中
学校の第3回卒業生。東京商科大学（現一
橋大学）を卒業され、戦後、大都商事株式会

社（現ダイトエレクトロン株式会社）を設立。
同社を日本有数の電子部品の製造・卸売企
業に育て上げられました。

90歳を期に経営の第一線を退かれてから
は、多額の私財を投じて、福祉や教育の分

野で、助成や寄附を行ってこられました。
本市においても、社会福祉協議会の活動

資金、障害者福祉施設の整備や車両購入を
はじめ、母校の吉原小学校、西舞鶴高校

や、西地区・加佐地区の小中学校に、多くの
図書や学校用品を寄贈されました。

そして、このたびのさくらんぼ園の施設整
備に係る経費も含め、いただいた寄附金の

総額は約3億5，400万円にのぼります。

第4回幼保小連携発達支　2

援会議開催！

巡回相談体制の整備へ　2

特別支援教育コーディ　　2

ネーター研修会

舞鶴市立余内小学校の　3

支援

共催事業「発達障害研修　4

講座」2回終了！

Information　　　　　　　4

■整備内容
事業主体：社会福祉法人　舞鶴市社会福祉協議会
予定地：舞鶴市余部上821番地
事業費：2億円
スケジュール：

平成20年　秋　　設計
平成21年　　　建設工事
平成22年当初　開園
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Page1 幼保小の発達支援ニュース

第4回幼保小連携発達支援会議開催！

平成20年8月22日、今年度では、初め
てとなる「第4回幼保小連携発達支援会
議」を開催しました。

現在、進めている“1歳6ヵ月児健診とM－
CHAT”や、“発達支援ファイル”などの取り
組みについて、各担当者から現状につい
て報告の後、今年度の主要テーマである

“幼稚園・保育所でのあるべき支援体制”

について、昨年度実施した“保育所・幼稚
園アンケート”の結果も交えながら、意見
交換を行いました。

特に、幼稚園や保育所での加配職員雇

用に伴う経営的負担については、大きな
課題となっていることが挙げられ、また職

員の専門的知識の向上による適切な早期

対応、巡回相談等により、子どもの発達を
重視し、個別の子供にまで目を向けた支
援を行うことが大切であるなど、重要な意

見が出されました。

第5回会議は幼稚園や保育所での具体

的な支援のあり方について、事務局から
資料を提示し、それに基づき議論を行う

予定です【10月15日開催予定」。

（児童・障害福祉課）

※主な意見

・必要な子に適切な加配を行うことが必要である。現状では経営的に困難であ
り、その為の支援を求める。

・発達障害の子も地域の幼稚園・保育所に通うことのできる環境つくりを早急に
進めなくてはならなしも

・子どもの「発達」が非常に重視される中で、各園に発達検査のできる保育士や
コーディネーターを配置するなど、より高い専門性を持たせることの必要性を
感じている。

・発達障害においては、早期発見・早期対応が大切である。4歳児クラスの健診
を行うことにより、就学までの1年を有効に活用することができる。

・発達障害や気になる子の早期発見、適切な対応の為には、関係機関との、より
強い連携が必要である。

・保育所指導要録の書き方は今後の課題である。
∴子どもへの支援だけでなく、保護者支援ということも、非常に大切なポイント
である

・地域との連携を強化し、地域での支援を行っていくことが必要である。

巡回相談体制の整備へ
本市では、今年度京都府が事業化した

「年中児発達サポート事業」に一部、取り

組むこととしました。

市内の幼稚園・保育所各1圏ずつ計2園
を対象に、京都府中丹東保健所や京都府

立舞鶴養護学校トータルサポートセンター
の協力を得て、今秋から試行的に実施し
ます。

具体的には、4歳児クラスの子ども達、

その保護者の方々を対象に、子どもさん

の状況を記入いただく、調査票を配付い
たします。そして、その内容を踏まえ、舞

鶴養護学校の特別支援教育士や保健
師、保育士等が各囲へ巡回訪問し、集団

観察を行います。さらに、三歳児健診の結
果も踏まえ、適切な支援の方法を提案し
ていこうとするものです。

（児童・障害福祉課）

平成20年度特別支援教育コーディネーター研修会
平成20年8月25日、市内の各小・中学

校の特別支援教育コーディネーターが集
まり、本市の特別支援教育の推進状況や

各校の取り組みについて研修・交流を行

いました。

その中で、昨年度余内小学校が特別支
援教育の一環として個別の教育支援計

画に取り組んだ内容等について、同校の
中村真弓先生が報告されました。

取り組みの経過では、“サポートチェック
リスト”の全児童実施、校内研究会による
学習会の開催、特別支援教育委員会で

の検討、さらには具体的なマニュアルの
作成など、様々な過程を経て、個別の指
導を受けている児童については、保護者

と特別支援教育支援員、特別支援コー
ディネーター、必要に応じて担任も加わっ

て懇談を行うなど、家庭との連携に重点

を置いてきめ細かに取り組まれた話があ

りました。

中村先生は、「本校がここまでできたの
は、子どもたちが随分落ち着いてきたと
はいえ、様々な課題がある中で、常に危

機意識を持って取り組んでいく必要性を
全教職員が理解し合っているからです。

個別の教育支援計画は“縦のつながり”
ど横のつながり”を促進する上で重要な
ツールであり、これを有効に活用し、保護

者との信頼関係が深まるような指導・支
援ができるよう、今後も取り組んでいきた

い。」と話されました。（関連記事　3頁）

なかなかこのような研修会を頻繁に開
催することはできませんが、コーディネー

ター相互の交流・情報交換は、今後とも
機会をみつけて実施していきたいと考え

ています。

（学校教育課）

※サポートチェックリスト
（SEN児童生徒チェックリスト）

文部科学省の「全国実態璃査」
の質問項目を整理したもので．他

県の学校及び専門家・支援チー

ム等で活用されている。知的発達

に遅れはないものの，学習面や

行動面での困難性を把握すること
が可能。
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舞鶴市立余内小学校の支援

個別の教育支援計画の作成の手順（担任）

①　保護者に「個別の教育支援計画」作成の
同意を得る。家庭訪問をし、サンプルのプリ
ントを見せて、個別の教育支援計画作成の説
明をする，
②　アセスメント票・個別の指導計画を基
に、個別の教育支援計画」を作成する。
③　作成した「個別の教育支援計画」の同意
を得る。家庭訪問を行い、作成した「個別の
教育支援計画」を見せ、　了承のサインと印鑑
をもらう。
④　作成した個別の教育支援計画」を特別
支援教育委員会に提出する。「個別の教育支
援計画」を基に、具体的な支暖や関係機関と
の連携を進める。

個別の教育支援計画の作成に係る保護者設明趣旨

今年（平成19年度）から、幼稚園・小学校・中学校・
高等学校一斉に、学習や生活などさまざまな面で課
題のある子どもさんについての特別支援教育教育が
始まりました。

個々の子どもさんの学習や生活の支援を具体化す
るために、余内小学校では、「個別の教育支援計画」
を作成することになりました

これは、一人一人の子どもさんの課題にあわせて、
学習や生活がきちんと積み上げられ、力が付くように
支援していくための資料となります。

「個別の教育支援計画」作成の対象になるのは、
①　特別支援学級の児童・生徒
②　医療機関で診断を受けている児童・生徒

③トータルサポートセンターで教育相談を受けている
児童・生徒
④　舞鶴市就学指導委員会の教育相談を受けている

児童・生徒です。

○○君・さんは、上記①～④の△に該当しますの
で、「個別の教育支援計画」を作成します。個人情報

については、学校内での支援や関係機関との連携な
ど、支援を進める教育以外には使用したり、公開した
りすることはありません。
本日、作成についてご了承いただきましたら、作成し

た後、プリントの最後にありますように、もう一度了承
のための家庭訪周に伺います。
作成に当たっては、またお尋ねすることがあろうかと

思いますが、その節にはよろしくお願いします。

実施結果・考察

個別教育支援計画作成に係る保護者の了承はどの学級も問題なく進

んだが、計画の同意については困難をきたした。保護者にとっては、やは
り文書に書かれたわが子の課題を受け止め難く、同意がなかなか得られ

ない家庭もあった。

日頃から、取り組みの様子や児童の様子について電話や家庭訪問でき

ちんと伝え、保護者との連携ができている学級においては、この個別の

教育支援計画をよい連携の一つの形として捉えていただけた反面、保護
者との関係が上手く結べていなかった学級においては、「欠点ばかりを書

いている。」と立腹されることもあった。

ここから明らかになったことは、低学年のときから、子どものよい面と課
題面をきちんと把握し、子どもを中心に、保護者と学校が連携・協力する

関係ができていれば、作成はスムーズに進む。縦のつながりの対応や指

導・支援と、保護者との信頼関係を築いていくことが、特別支援教育の推

進には欠かせないことを実感した。
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共催事業「発達障害研修講座」2回終了！

京都府立舞鶴養護学校、舞鶴市、舞鶴市
教育委員会の三者が共催する「発達障害研
修講座」が平成20年7月18日に開講しまし

た。

同講座は、昨年度2月に開催した発達障害

シンポジウムでの参加者アンケートや、子ど
もの成長と発達に関わる幼稚園・保育所アン

ケートでの要望を受け、実施することとなっ
たもので、今年度は計5回の講座を予定して
います。

第1回、第2回の講座とも、100人を大きく
上回る幼稚園や保育所、小学校の職員の

方々が参加され、舞鶴養護学校、地域支援
コーディネーターの荒木淳子氏、丸山粛氏
に、発達障害総論から自閉症の具体的支援

等について、非常に分かりやすくお話いただ
きました。

なお、最終の第5回目の講座では京都府中

丹東保健所にもご協力いただき、ロールプレ
イも交えた実践的な講座を行う予定です。

（児童・障害福祉課）

厚生労働省　発達障害者施策検討会出席

本市の発達障害支援に関わる取り組みの積極性が評

価され、平成20年8月4日、8月18日の2日間、厚生労働
省が主催する「発達障害者施策検討会」（座長＝市川宏

伸・東京都立梅ヶ丘病院院長）に、舞鶴市長が参考人と

して招聘されました。

初日の8月4日には、主に現状と課題についての議論

が行われ、特に市長は本市が取り組んでいる「発達支援

ファイル」や「1歳6ヵ月児健診へのM－CHATの導入」、「個

別（教育）支援計画」、「幼保小連携発達支援会議」等の

取り組み状況について報告しました。また、8月18日には
国全体の発達障害に関わる支援策の方向等について議
論が行われ、委員からは地方への支援充実を求める意

見などが出されました。

この会議結果を受け、厚生労働省においては発達障害

者の施策の方向等に係る報告書をとりまとめるとともに、
この報告書を発達障害者を支援する人材に向けた教科

書作成のほか、発達障害者支援法に見直しがある場合

の資料として活用する方針、としています。

●発達支援ファイル

約60人に配付が完了し、皆さんには、現在、記入・活
用をしていただいています。
年度末には、配付させていただいた皆さんのご意見を

お聞きし、さらに使いやすいものにするための検討会を

開催する予定です。

●1歳6ヵ月児健診・M－CHAT

実際の健診の場でこれまで数回、M－CHATを活用してい

ます。今までの健診では発見できなかったお子さんが数
人、M－CHATにより、経過観察することとしています。

●シンポジウム
今年2月に行ったシンポジウムの参加者アンケートで、

「是非2回目を関催してほしい」、「今度は学術的な面か
らもう少し住民に身近な議題を…」というご意見をたくさ

んいただきました。皆さんからのこのようなご意見を受

け、まだ詳細は全く決まっていませんが、実施できればと

考えています。

編集室メモ

発達支援ファイルや1歳6ヵ月児健診、個別（教育）支援計画などのソフト事業に加

え、今回の「さくらんぼ園」の整備により、ソフト、ハード両面にわたる支援環境が整いつつ
あります。

最近よく子育て支接から子育ち支援とも言われていますが、このように環境を整えて

も、子ども達の成長、発達が、一足飛びに進む、というようなものではありません。

関係者、そして保護者の方々も含めて、皆さんの地道なご努力が一人でも多くの支援

に繋がるよう、引き続き、ご支援・ご協力をお願いします。

（編集者）

事務局

舞鶴市児童・障害福祉課

電話0773（66）1033

FAX 0773（62）7957

E－mail：jido－syougai＠post．city．maizuru．kyoto．jp
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臨時号

発行日　平成20年10月15日

幼保小の発達支援ニュース　～発達支援ファイル臨時号～

幼保小連携発達支援会練

・『発達支援ファイル』

・全国各地のファイル…

・発達支援ファイルと個別（教育）支援計画

『発達支援ファイル』

支援が必要なお子さんをお持ちの保護
者の方から、ライフステージごとに関わる

機関が変わったり、お子さんを預ける際
に、その都度、お子さんの特徴やそれま

で受けてきた支援内容などの情報を、は
じめから説明することに大変苦労するとい
う悩みが寄せられていました。

今年6月から実施している“発達支援
ファイル”は、このような声にお応えしよう
と作成したもので、現在、児童デイサービ

ス施設さくらんぼ園、京都府立舞鶴こども
療育センターの約60人の皆様に配付し、

活用いただいています。

このファイルの関係機関での活用方法
については、小学校就学時においては、

舞鶴市就学指導委員会での活用、保育
所においては職員配置（加配）を決定する
参考資料にするなど、次段階のステップ

についても、研究を行っているところです。

年明けには、活用いただいている皆様
からのご意見を頂戴し、必要があれば、

パソコンでの直接入力を可能にするなど、
さらに改良を重ねたいと考えています。

引き続き、教育機関、福祉機関、事業
所、医療機関等、支援者の皆様におかれ
ましては、記録の記入をはじめ、個別（教

育）支援計画等の必要書類のコピーにつ
いて提供して頂きますよう、ご協力をお願

いします。

○配付させていただいている『発達支援
ファイル』の各用紙がなくなりましたら、舞
鶴こども療育センター、さくらんぼ園、市児

童・障害福祉課までお問い合わせくださ
い。また、市ホームページの“子ども”のカ

テゴリーからもダウンロードできます。

○書き方等についてのご質問について
も、各施設までお問い合わせください。
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全国各地のファイル…

舞鶴のような発達支援ファイルは、全国的に

みると、主に都道府県の発達障害者支援セ
ンターで開発される場合が多く、また徐々に

拡がっています。

どの内容も、基本的には生育歴や病歴、居
住履歴、医療履歴、保健福祉履歴等を記載

するようになっていますが、様式やファイル
の大きさ等はマチマチです。

他に…

大分県『ライフサポートBOOK』

仙田市『アイル』

ひょうご発達障害者支援センター

『サポートブック・プロフィールブック』

神戸市サポートブック作成検討委員会

『サポートブック』

などがあります。

基本はどの地域に引っ越されても、同様の

ファイルがあり、記入に対する理解が関係機

関に備わっていること、が求められます。

個別支接手帳
【長野県障害児療育・保育・
教育支援研究会】

ふくしまサポートブック

【福島県発達陣がい支援体

制整備検討会議】

さぽーとノート

【北播磨障害者（児）地域自立支

援協議会】（西脇市・三木市・小
野市、加西市・加東市・多可町）

サポートファイル

【栃木県保健福祉部障害

福祉課】
【栃木県発達障害者支援

センターふぉーゆー】
【栃木県における発達障

害者の支援を考える会】

『発達支援ファイル』と個別（教育）支援計画

現在、市内の全小・中学校、そして一部の保

育所では個別（教育）支援計画の取り組みが進

められています。

個別（教育）支援計画は、お子さんの成長に

ついて、保護者や学校の先生、関係機関がとも

に長期、短期的な視点で目標をたて、年度末に

はその結果を整理し、さらに次年度の支援へと

つなげていこうとするものです。

個別（教育）支援計画の本紙は各学校が持つ

ことになっていますが、そのコピーは保護者の
方々にもっていただくことにしていますので、こ

れを発達支援ファイルに綴じていただき、成長
の記録として保管していただければと思いま

す。

「発達」とは、月日が経つにつれて、子

どものできることやわかることが増えてい
くということです。発達支援ファイルは、で

きたことやわかったことを記録することに

より、発達の確かな足取りや、これから進

むべき道を、明るく照らし出すものになっ

てほしい、そのように願っています。
めざすのは、評価だけに終始しない、常

に前を向いた本物の支援ツールです。

使って頂いた方々の感想やご意見をもと
に、進化させて行きたいと思いますので、

よろしくお願いします。

京都府立舞鶴こども療育センター

小児科　四方あかね

「発達支援ファイル」を子どもに関わる

機関や保護者の方が積極的に活用され
ることにより、子どもの見方が共通となり、

子どもにとってわかりやすい環境、スケ

ジュール、落ち着ける場所や楽しめるこ

と・できることが増え、総合的・継続的な支

援が進みます。

子どもの見方を味方（支援）に変え、子

どもの自立と社会参加のために力を合わ
せて取り組みましめ。

さくらんぼ園　園長　大泉　邦暉

今回、関係者の皆様に協議いただき、

「発達支援ファイル」を作成いたしました。
本市では、昨年度から医療・保健・教

育・福祉の関係機関が連携し、早期発
見・早期対応さらには継続した支援という

観点から、いろいろな障害児支援策に取

り組んでいるところであります。

このファイルは、今後さらに改良を重ね

ていく予定でありますが、本市のすべて

の子どもたちの成長と発達を総合的に支
えるための一助となることを願っておりま

す。

舞鶴市児童・障害福祉課長

瀬野淳郎

事務局

舞鶴市児童・障害福祉課

電話0773（66）1033

FAX 0773（62）7957

舞鶴市ホームページ：

http：／／www．city．maizuru．kyoto．jp／

E－mail：jido－syougai＠post．city．maizuru．kyoto．jp
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第5号

発行日　平成21年3月27日

幼保小の発達支援ニュース

幼保小連携発達支援会議

ハイライト
・すくすく、のびのび、ほめ方の3教室

・さくらんぼ園で放課後預かり

・発達支援コーディネーターと発達支援員？

・シンポジウムを実施！

第6回幼保小連携発達支援会議（平成20年度のまとめ）
平成21年3月13日、平成20年度の取り組

みのまとめとなる「幼保小連携発達支援会
議」（座長　立命館大学　荒木穂積教授）を

開催し、各担当から取り組み状況等の報告
を行いました（下図参照）。
中でも、障害の程度に関わらず、幼稚園

や保育所において子どもの成長と発達を

支援するため、特別に幼稚園教諭や保育
士を配置する「幼・保発達支援員配置制
度」について、幼稚園については京都府へ
の要望に留まりましたが、保育所において

は、平成21年度から制度を実施することと
し、チェックリスト等の重要な部分について
は引き続き当会議で検証していくこととしま

した。
また、「年中児発達サポート事業（5歳児

健診）」では、今年度は2園のみの実施でし
たが、その中で、“実施前の保護者宛お知

らせ文だけでなく、保護者対象の説明会を
開催すべき”、また“しっかりとフォローする
ための体制も整えるべき”、との意見があ

リ、次年度は実施園を拡大するだけでな
く、実施方法についても改善することとなり

ました。
年度始めに関係機関が子どもの成長と

発達の視点から共通の目標をたて、その
日棟に向かって取り組み、そして年度末等

に成果と課題を分析する「個別（教育）支援
計画」については、順次試行拡大を図る中

で、教育委員会から、今年度も小・中学校
で多くのケースについて作成されていると
の報告があり、引き続き、次年度もグランド
モデル事業として、近隣市とも連携しながら

進めます。
全体として一部課題は残しつつも、発達

障害児支援調査事業で当初計画していた
すべての取り組みがレールに乗りました。
次年度も、この幼保小連携発達支援会議

において、様々な機関で進めている各取り
組みの検証を行い、子ども達のためにより

よい支援体制の充実に努めていきます。
（児童・障害福祉課）

①保健センターでの支援　2

教室

②「年中児発達サポート　2

事業」実施報告

⑤「発達支援ファイル」第　2
2版作成中

③「さくらんぼ園」の整備　3

方針

④「発達支援員配置制　3
度」（保育所で実施予定）

⑥「IEP　個別（教育）支援　4
計画」の活用状況

⑧発達支援シンポジウム　4

に230名の参加

～発達障害支援事業を振り　4
返って～　　　　荒木穂積

次ページからは左図の
番号と合わせて、各事
業のポイントを紹介し
ています。
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Page1 幼保小の発達支援ニュース

①保健センターでの支援教室
1歳6か月児健診へのM－CHATの導入（自

閉症スペクトラム児の早期発見のための新
しいスクリーニングテスト）については、これ

までのニュースでも取り上げてきましたが、

それに合わせて、保護者と子どもの支援の
ための教室（「すくすく教室」と「のびのび教

室」）を実施しています。
両教室は主に子どもの年齢に応じて入っ

ていただく教室が異なるものとしています
が、いずれの教室も遊びを通して親が子ど
もへの関わり方や遊び方を学び、子どもの

力を伸ばすような関わり方ができるように
なることを目的に、月一回程度保健セン
ターで実施しています。

この事業の大きなポイントとしては、保健
センターの保健師に加え、公立保育所保
育士や、子育て基幹支援センター職員、子

ども総合相談センター相談員など、たくさん
の機関の方々が教室運営に関わっていた
だいており、教室の実施がスタッフ同士の

連携の機会ともなっています。

また、京都府中丹東保健所と舞鶴市の共
催で、「子どものほめ方教室」も今年度から

新たに3回シリーズで試行的に実施しまし
た。

このほめ方教室は、かかわりにくさ、育て
にくさのある子どもを持つ保護者が、子ども
の良さや行動の意味を理解し、子育ての心

配や不安を軽減し、はめて育てる基礎がで
きるよう、親支援のために実施するもので
す。今年度の対象は「すくすく教室」に参加

している保護者のうち、希望者10人。
今後は実施回数の充実等を図っていきた

いと考えています。

（保健センター（健康増進課））

②「年中児発達サポート事業」実施報告
上記M－CHATの導入により、1歳6か月児

健診が充実しつつありますが、さらに3歳児

健診から就学するまでの間、新たな支援が
求められている中で、年中児の発達を支援

しようと、今年度から「年中児発達サポート
事業」に取り組んでいます。
今年度は9月～“中舞鶴幼稚園”どさくら

保育園”の計52名の児童を対象に実施。
両園の園長先生やクラス担任の先生、さら
には京都府立舞鶴養護学校特別支援教育
トータルサポートセンター、京都府中丹東

保健所、さくらんぼ園等の専門機関の方々

にもご協力いただきながら、保護者・園対
象の調査、集団観察（巡回）などを行いまし
た。

また、今回、新たに支援が必要とされた
子ども連については、園内での支援方法の
アドバイスや、“ことばの教室”など、専門機

関への紹介を行いました。
今後の課題としては、幼保小連携発達支

援会議でも意見がありましたが、今年度は

実施しなかった事前の保護者説明会を新
たに開催するとともに、事後の支援を行う

ための各種フォロー教室の実施を検討して
いきたいと考えています。
そして、今年度は2園だけの実施でした

が、次年度はさらに実施園の拡大を予定し
ています。

（児童・障害福祉課）

⑤「発達支援ファイル」第2版を作成中
今年度から60人の保護者の方々に利用

いただいている「発達支援ファイル」につい
て、現在、より記入しやすいファイルとなる

よう、第2版作成に向けた取り組みを進め
ています。
昨年12月には利用者の方々へのアン

ケート調査を行い、さらに2月にはそのアン
ケート結果により集まっていただいた保護

者の方々と意見交換会を開催しました。
次期ファイルの改良ポイントは右表のと

おりとなっており、現在はその改良に向け

た各種作業に取り掛かっています。
なお、次年度は配付した60人の保護者

の方々が、小学校など次のステージに持

参されると思われます。関係者の皆様にお

かれましては、引き続きご支援をいただき
ますようお願いします。

≪改良点≫

・カバーをプラスティックに

・子ども達にどのようなサービスがあるの
か、その内容の一覧を掲載

・介入と発達（実態）の経過がわかる様式

を作成

・紙に穴を空けずに挟み込めるクリアファ

イルをつける

・うすい罫線を設ける
・1歳6か月児健診の銘菓を保健センター

に書いてもらえる様式をつける

・パソコン入力を可能にする

84



第5号 Page1

③「さくらんぼ園」の整備方針

※感覚統合訓練室…遊具での遊び

を通して、子ども達がバランスの良

い動きを身につけ、楽しさを知る部

屋。

※個別指導室…子ども達一人一人
の発達状況を把握し、発達段階に

即した社会性やコミュニケーション

の力、認知面等の個別指導を行う

部屋。

※スヌーズレン室…子ども達が視

覚、聴覚、触覚、嗅覚などへの刺激
を感じ取り、それを楽しみ、リラック

スできる部屋。

前号のニュースでもお知らせしましたが、
現在、障害児通園施設「さくらんぼ園」の整

備を計画しています。
新しい施設は木造平屋1階建てで、保育

室や会議室、多目的ルームに加え、感覚

統合訓練室、個別指導室、スヌーズレン圭
といった専用ルームの設置も予定していま

す。
一方、建物が新しくなるだけでなく、幼稚

園や保育所等就学前の発達支援の中心的
施設、また就学後のフォローも見据えなが

ら、日中一時支援事業（障害児の放課後預

かり）の実施など、右表の方針をもって取り
組んでいきたいと計画しています。

合わせて、療育に留まらず、地域の方々
をはじめ、いろんな方々が新しい「さくらん
ぼ園」に集い、交流の場となるよう考えてい

ます。
近く基本設計を完成させ、年明け早々の

開園を目指します。

（社会福祉法人舞鶴市社会福祉協議会）

★整備方針（概要）

（1）適切な療育と発達の支援、待機児童
の解消、療育希望者への対応
◎週1回療育から、子どもの発達に応じ

過2回療育へ
◎小集団療育の他、個別療育の充実
◎療育の定員を拡大し、80名とする
◎就学前から小学校への移行を系統的

に行うため、小学校低学年を対象とした
フォローアップ事業の実施

（2）関係機関のコーディネート

◎発達支援ファイル等、舞鶴市発達障害
支援事業との取り組み連携

（3）発達障害支援
◎臨床心理士など、専門的知識をもった

職員の配置

（4）親支援

◎保護者対象の学習会、勉強会の実施

（5）日中一時支援事業の実施
◎さくらんぼ園卒園生（主に低学年）を中

心に、放課後預かりを実施し保護者の生
活・就労支援

④「発達支援員配置制度」（保育所で実施予定）

幼稚園や保育所において、これまでは主
に障害等に関わる各種手帳をもっているこ
とが条件となり、その子を補助する先生が

つくという制度でした。
しかし、子どもの成長と発達の観点から、

手帳等がなくても先生がつかなければなら

ない事例、また逆に先生が補助につくこと
により成長の妨げになるような問題等々が

これまでの幼保小連携発達支援会議でも
指摘されていました。

そこで、市内の専門家等が独自のチェッ
クリストを用いて園を巡回し、補助員（加配
職員）の配置を決定するような制度「発達

支援員制度」を、同会議においてまとめま
した。
このまとめを受け、舞鶴市では平成21年

度から保育所において同制度の運用を開
始することとしています（幼稚園は今後検

討）。
この制度開始を機に、園内に発達支援

コーディネータ関を配置（兼務）し、発達支

援に関わる窓口を一本化するとともに、園
内の組織体制も整えます。
また発達支援員（保育所は発達支援保育

士）を配置した子どもには、個別支援計画

（関係機関がともに、子どもの成長と発達
の視点から共通の目標をたて、その目標

に向かって取り組み、そして成果と課題を
分析していく計画）の策定を必須とします。

このトータルな制度は全国でもあまり例
がないことから、試行錯誤の中で進めるこ

とにはなりますが、引き続き制度の成果と

検証を幼保小連携発達支援会議で行って
いくことにしています。

（児童・障害福祉課）

・担任や発達支援保育士との連

携・調整を図り、園内での指導を

行うとともに、必要に応じ、関係

機関との連携・調整を図る。

・発達支援保育士を配置した子ど

もの個別支援計画を策定する。
など

・支援の必要な子どもの成長と発

達を支援し、安全を確保しなが

ら、クラス全体の運営にあたる。

など
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⑥「IEP個別（教育）支援計画」の活用状況
平成20年度は小・中学校合わせて、計

120部の作成があり、また8月には個別（教
育）支援計画に関する研修会も開催するな

ど、取り組みが広がっています。

しかし、国の調査では、支援が必要とされ
る児童が6．3％いるとされ、本市においては
平成20年4月1日現在で小・中学校の児

童・生徒が約8千人＝要支援児童・生徒は
約5百人あると見込まれることから、作成部
数としてはまだまだ少ないものと推定され
ます。

また、より活用しやすく、支援計画の様式
等を改善されている学校もあり、今後はさ

らに学校間の交流や研修を通じて、支援計
画の重要性や活用方法を深めていかなけ

ればなりません。
次年度も、グランドモデル事業（府の発達

障害等支援に係る指定地域）の申請を行っ

ているところであり、これまでの2年間の実
績も踏まえながら、引き続き取り組みを進
めていきます。

（教育委員会学校教育課）

⑧発達支援シンポジウムに230名の参加

平成21年3月1日、昨年度に引き続き、
「子どもの発達支援とユニバーサル社会の

実現」のテーマで、シンポジウムを開催しま
した。

参加者は大阪や滋賀、奈良等の近畿圏

だけでなく、遠く埼玉からお越しいただく方
もあり、たくさんの参加をいただきました（約

230名）。

基調講演では、あいち小児保健医療総合

センターの杉山先生から、“多くは凸凹の
凹の部分ばかりを支援する傾向があり、凸
の部分こそしっかりと育んでいくことが重

要。放置は最悪の対応！。週一、二回、二
時間程度の集中的な療育だけではダメ”な

ど、貴重なお話を頂戴しました。

また、えじそんくらぶの阿部様からは、ご
自身の息子さんのお話から、子育てに悩ん
だ折、担任の先生が私の話をただ聞いてく

れただけで、育児ストレスが減った。それに
伴い、子どもを怒ることも減っていったなど、
子育て支援全般に関わるような、またすぐに
現場でできる支援策などについてお話をいた
だきました。

後半のパネル討論では、まず皇學館大学教
授の小谷先生から、早期診断・療育という観
点で、“地域のサポートをまったく受けずに初

診にかかる人もいることから、保健センターで
の健診精度をさらに充実すべき”など、地域で
できることは可能な限り地域で対応しておくこ

とが必要というご意見を、京都府障害者支
援課の池上課長からは、発達障害者支援

センターでの取り組みのほか、本市でも今
年度から試行的に取り組んでいる年中児

発達サポート事業の必要性についてのお
話を、余内小学校教諭の中村先生からは、

サポートチェックリストを使った個々の実態
把握や校内委員会による課題の共有化な

ど、同校が進めている取り組みについて報

告いただきました。

その後、会場参加者からの質問や意見も
交えながら、発達障害支援に関わる具体

的な取り組みとあるべき支援体制につい

て、議論を深めました。

（児童・障害福祉課）

～発達障害支援事業を振り返って～
幼保小連携発達支援会議 座長
立命館大学産業社会学部 教授 荒木穂積

私のふるさとは舞鶴で、今も母は舞鶴で地域の人たちに助けられながら一人暮らしを

続けています。そして、この舞鶴で自分が研究テーマとして取り組んできた発達障害を
もつ子どもたちの発達支援に関わる事業で、ここ数年間にわたり協力できて光栄です。
舞鶴市の行政が先頭に立って事業体制を整え、府や地域の関係機関との協力関係を

構築し、一つの事業として体制が整っていく姿を目の当たりにして、舞鶴市の行政のみ
なさんの力強さを感じています。近年の力強い事業展開は、他の自治体でも例がなく、

市内外の関係者の皆様のご理解とお力添えの賜物であると感じているところです。
舞鶴市では平成21年度も継続して事業が進められると聞いています。

引き続き、私の力の及ぶ限り、協力させていただきます。どうかよろしくお願いいたしま

す。

事務局

舞鶴市児童・障害福祉課

電話0773（66）1033

FAX 0773（62）7957

E－mail：jido－syougai＠post．city．maizuru．kyoto．jp
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シンポジウム

ユニバーサルな社会を目指す地域づくり
～障害者の自立支援と子どもの発達支援を考える～

2月28日　障害者の自立、地域から

【日程】

13：00　開会挨拶　舞鶴市長　斎藤　彰

13：10　基調講演「障害者の自立支援と地域サポート体制づくり」

立命館大学産業社会学部教授　峰島厚

14：15　基調講演「米国加州の「地域生活支援システム」と障害者自立支援法の問題点」

愛知淑徳大学医療福祉学部教授／（有）自立生活問題研究所所長　谷口明広

15：15　休憩

15：30　パネル討論

17：00　閉会

「誰もが安心して暮らせる地域づくり」

立命館大学産業社会学部教授　峰島厚

愛知淑徳大学医療福祉学部教授／（有）自立生活問題研究所所長　谷口明広

（福）京都太陽の園　こひつじの苑舞鶴施設長　山本裕

（福）みずなぎ学園みずなぎ高野学園施設長　濱田康寛

（福）まいづる福祉会まいづる作業所所長　新谷篤則

（福）京都聴覚言語障害者福祉協会

いこいの村聴覚言語障害センター所長　近藤幸一
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【ProfiIe】

嶋島　厚（みねしま　あつし）
1973年　　東京教育大学教育学部特殊教育学科

1979年　　東京都立大学人文科学研究科教育学博士
取得学位は文学修士、専門は障害者福祉の制度政策論、実践論。

■本学・兼務所属　社会学研究科

■研究分野　社会学（含社会福祉関係）
■研究テーマ　障害者の自立（キーワード：自立　生活　発達）
■研究概要　成人期知的障害者の発達保障

知的障害者の成人期における発達論・自立論の研究をペースに、実践論、制度論の構築をめざしている。

研究の方法としては、成人期におけるノーマルな姿を、住居における暮らし、職場における仕事、地域にお
ける生涯学習、と設定することを前提にしている。各々の異なる活動の場とそこで展開される世界を固有性・
独自性に着目しつつ発達的意味を深めていく。従って、3つの世界を区分して保障することの重要性ととも

に、各々に固有性をもつ実践や援助のあり方も検討の課題になる。さらに制度論においても制度体系のあり

方が検討の課題となる。なおこれらの研究は、先進的に展開されている実践や事業から教訓を導き普遍化す
る方法ですすめていく。

■所属学会　日本教育法学会　日本介護福祉学会　日本教育学会　日本特殊教育学会
日本職業リハビリテーション学会　日本社会福祉学会

■著作　『障害者自立支援法と実践の課題』全障研出版部　など

谷口　明広（たにぐち　あきひろ）
1956年、京都市生まれ。生後間もなく重症黄疸のために脳性マヒとなり、四肢および体幹機能障害で車

いすを使用。大阪の堺養護学校を卒業後、桃山学院大学社会学科へ進学。大学卒業後、同志社大学大学院社

会福祉学専攻に進み、米国カリフォルニア州のCIL（Center for lndependent LiVing）で自立生
活概念やアテンダント制度を学ぶ。1984年、自立生活問題研究所を設立。3年間の現場活動を経験した後、

同志社大学大学院同専攻の博士課程に進学、同時に研究所所長となる。2004年、愛知淑徳大学医療福祉学
部福祉貢献学科教授に就任。2005年、同志社大学で社会福祉学博士の学位を受ける。

■研究テーマ　障害のある人たらの自立生活と障害者ケアマネジメントの有効性
■現在　愛知淑徳大学医療福祉学部福祉貢献学科教授、（有）自立生活問題研究所所長、関西学院大学非常勤

講師、仏教大学通信教育学部非常勤講師、四国学院大学大学院非常勤講師、京都国際社会福祉センター非常
勤講師、（福）西陣合京都市北部自立生活支援センター「さらリンク」運営委員長、（財）広げよう愛の輪運

動基金評議委員、（財）広げよう愛の輪運動基金　ダスキン障害者リーダー育成海外研修派遣事業実行委員
会委員、医療法人茂桂会上田外科医院監事、社会福祉法人すてつぶ理事、（福）西陣合京都市民福祉センタ

ー理事、「阪神航空」夢王国アドバイザー、NHK大阪「ともに生きる」番組評議員、厚生労働省障害保健福祉
部企画課障害者ケアマネジメント従事者養成研修運営検討会委員

■所属学会　日本社会福祉学金　　目本地域福祉学会　　日本リハビリテーション総合科学学会
日本ケアマネジメント学会

■著作　『障害をもつ人たちの自立生活とケアマネジメント』　ミネルヴァ書房　など
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山本　裕（やまもと　ゆたか）
1970年　児童養護施設「少年の町」児童指導員
1971年　神奈川県大和市立「松風園」障害がある児童の通所療育指導員
1975年　社会福祉法人京都太陽の園「こひつじの苑」介護員・指導員
1987年　社会福祉法人京都太陽の園「こひつじの苑舞鶴」指導員・副施設長
1994年　社会福祉法人京都太陽の園「こひつじの苑舞鶴」施設長

濱田　康寛（はまだ　やすひろ）
1983年　社会福祉法人みずなき学園入所更生施設勤務

通所授産施設勤務

1990年　社会福祉法人みずなき学園「みずなき高野学園」勤務

1995年　社会福祉法人みずなき学園「みずなぎ高野学園」指導主任
2008年　みずなき高野学園施設長

新谷　篤則（しんたに　あつのり）
1978年　社会福祉法人まいつる福祉会「まいつる共同作業所」勤務
1991年　社会福祉法人まいつる福祉会「まいつる共同作業所」所長
1992年　社会福祉法人まいつる福祉会「まいつる作業所」所長

近藤　幸一（こんどう　こういち）
1978年　社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会勤務

2005年　社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会「いこいの聴覚言語障害センター」所長
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障害をもつ人たちの
地域生活と「地域生活支援」

愛知淑徳大学　医療福祉学部

教　授　谷　口　明　広

9　障害者は、その家族又は養親とともに生
活し、すべての社会的活動、創造的活動又
はレクリェーション活動に参加する権利を
有する。障害者は、その居所に関する限り、
その状態のため必要であるか又はその状
態に由来して改善するため必要である場
合以外、差別的な扱いをまぬがれる。もし、
障害者が専門施設に入所することが絶対
に必要であっても、そこでの環境及び生活
条件は、同年齢の人の通常の生活に可能
な限り似通ったものであるべきである。

●障害とは
10　障害者は、差別的、侮辱的又は下劣な性

質をもつ、あらゆる搾取、あらゆる規則そして
あらゆる取り扱いから保護されるものとする。

11障害者は、その人格及び財産の保護のた
めに適格なる法的援助が必要な場合には、
それらを受け得るようにされなければならない。
もし、障害者に対して訴訟が起こされた場合
には、その適用される法的手続きは、彼らの
身体的精神的状態が十分に考慮されるべき
である。

13　障害者、その家族及び地域社会は、この宣
言に含まれる権利について、あらゆる適切な
手段により十分に知らされるべきである。

障害者の権利宣言（1976．12．09）

3　障害者は、その人間としての尊厳が尊重される生
まれながらの権利を有している。障害者は、その障
害の原因、特質及び程度にかかわらず、同年齢の
市民と同等の基本的権利を有する。このことは、ま
ず第一に、可能な限り通常のかつ十分満たされた
相当の生活を送ることができる権利を意味する。

4　障害者は、他の人々と同等の市民権及び政治的
権利を有する。「知的障害者の権利宣言」の第7条
は、知的障害者のこのような諸権利のいかなる制限
又は排除にも適用される。

地域づくりと関連した効果的な
地域生活支援サービス体制の在り方と

「地域力」の再構築
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1．地域の支援力

介護保険・支援費制度の導入で
どちらになったのか？

2．「地域力」の定義（1）

＊「地域力」を構成する要素に関する定義
■「公肋」とは、国や都道府県、市町村が定めて、支給決定した援

助をいう。

■「互助」とは、地縁に基づいた相互支援組織・個人から提供され
る援助をいう。主に、自治会・町内会、地区社協、民生委員が
互助に基づく地域資源である。

■「共助」とは、知縁・志縁に基づいた支援組織・個人から提供さ
れる援助をいう。障害者の自立生活センターや、セルフヘルプ
グループ等が、共助を構成する社会資源といえよう。

■「自助」とは、自分自身の努力および血縁というものに基づかれ
た個人から提供される援助をいう。→地域社会内外の市場的
な手段による間題解決も含む。

3．「地域力」の定義（2）

■「地域力」とは

「要支援状況にある者が地域社会において、
あらゆる場面で社会関係を維持しながら、自分
らしい暮らしをしていくことを可能にするような
地域社会が保有する多様な主体によって提供
される各種資源の総体であり、こうした地域社
会の資源にアクセスできる可能性の程度のこと
である」

4．調査対象地区における「地域力」の特色

①旭川市　→　寒冷地という土地柄もあり、障害をもつ
人たちは家族や親戚中心の「自助」で生活を維持して
きたが、限界に達すると予想された場合には、施設生
活が主であった。現在は、支援費制度の登場により、
公助が登場し浸透してきた発展途上と呼べる地区で
あった。

②郡山市　→　以前は“旭川市”と同じように「自助」が限
界を向かえると、施設生活を選択せざるを得ない地区
であったが、自立生活運動の拠点が登場し、「公助」
や「共助」をコーディネートする支援センターとして『核』
の役割を担ったことでバランスの良い地区になってき
ている。

③和泉村　→　05年11月に福井県大野市と合併し「和
泉地区」となったが、人口700人台の小さな村であっ
た特徴を活かし、障害をもつ人たちを支援する者の
大半が公務に就いており、「顔の見える関係」を築き、
「互助」や「共助」までも「公助」が包括している地区
である。

④善通寺市→　弘法大師の生誕地という古い歴史を
持つ地区であり、公的なサービスや社協活動が入
り込めないほどに「互助」が強い地区であったが、
20年くらい前から近年に至るまでは四国地区で唯
一の福祉系四年大学があり、学生による「共助」と
のバランスが微妙に取れていた。しかし、学生の県
外流出や学生気質の変化により、「公助」「互助」
共助」「自助」の相互関係が崩れてきている地区で

ある。

⑤平良市　→　05年10月の合併により“宮古島市”と
なった地域であるが、沖縄独特の「自助」関係が存
在し、それらの関係に基づかれた「互助」も力強く、
「公助」や「共助」を必要としてこなかった歴史を持っ
ているが、障害をもつ人たちにとっては自立を阻む
ものになり兼ねない危険性が懸念される地区である。

96



5．「地域力」構成要素の相互関係

公助が充実してくるにつれ、共助や自助は後退すると考え
てはいたが、現実とは異なっていた

支援費制度に移行（公助が充実）して、重度障害をもつ人
たちの心理相談ケースが極端に減少している（精神的葛
藤の減少）

公助が利用できるようになると、不安定な共助や何らかの
重圧のある互助を避けるようになる

互助が手厚い歴史ある地域は、日々の生活や緊急時の
対応に関して安心度が高いけれど、地域を離れたときに
極端に弱くなる

和泉村のように人口が少なく山間部に位置する地域にお
いては、公助、互助、共助各々の特徴が活かされた支援
が提供される際に、行政の業務を柔軟に捉えた活動が行
えることが重要である。

6．「地域力」を活性化させるための試み
広島県三原市における伝統行書の一つである「やっさ祭」で
は、町興しとして“やっさ踊り”が競技会形式を取り入れ、地
域住民ばかりではなく、商工会議所関係や大学・高校生など
も参加して大きな盛り上がりを見せている。数年前に障害者
福祉関係者の数人が「核」になり、車いすの者や知的障害を
もつ人、そしてボランティア等で『明日に架ける橋チーム』を
作り、踊りに参加することを企てた。

当初は、危険性があるとか、祭には馴染まないという理由で
大きな反対にあったが、関係者の根気強い説得と障害当事
者の働き掛けによって、参加することを許可されたのである。
今では、市外や県外からの参加者も増加し、踊りに参加する
チームでは最大の200人を越える状況になっている。「この
祭の後は、街の人たちが障害をもつ人たちに優しくなる」とい
う実感を語る関係者も多い。「共助」を生み出し、成長させて
いく試みとしては、有効な事例として提示することができる。

7．「地域力」を高めていくために

（1）旧来の地域社会に存在する地縁のみに基
づかれた「地域力」ではなく、新しい形の「つ
ながり」を考えていくことが必要

（2）地域の溜り場（サロン的空間）を作り、市民
が「地域力」を構成しているメンバーであるこ
とを自覚させる

（3）地域を牽引する個人や組織を要にしたネッ
トワークを形成し、メンテナンスを心掛ける

（4）地域社会に在住する専門家は、社会資源の
一つとして十分に機能していくように、地域住
民と頻回に会って、話し合うことが必要

（5）地域に居るリーダーは、より広く、より深く情
報や知識を得て、専門技術を駆使して、地域
の「つながり」を強化していく

（6）「地域力」を高めようと尽力している個人や
組織に対して、マイナスになるような動きをし
てはならない。

97



98



社会福祉法人京都太陽の園
こひつじの苑舞鶴　　山本　裕

社会福祉法人京都太陽の園

主として重度の身体障害がある方々を対象にした入所施設
こひつじの苑・・・1972年（身体障害者療護施設）
京都太陽の園・・・1980年（重度身体障害者授産施設）
こひつじの苑舞鶴・1987年（重度身体障害者授産施設）

重度障害がある方々の入所施設は

施設内でサービスが完結・・・地域に目が向きにくかった
「いらっしゃい」サービスは得意だが、出て行くサービスは苦手だった。

施設の地域交流
施設行事への参加呼びかけ
ボランティアの受入

施設の地域貢献・地域資源化
実習・体験学習などの受入
地域サービスの展開

入浴サービス デイサービス事業 通所の生活介護
ヘルパー派遣

相談支援事業 身体障害者福祉センターの受託 民間活力

障害者自立支援法の施行
就労・地域移行を重視するといわれるが・・・
現実利用者さんの地域移行や直接的な社会参加は困難・・・施設にいながらにして
出来る社会参加を施設がするのではなく、施設は利用者さんが力を発揮できる場を
設定する実習・体験学習などでの協力や参加

他の福祉サービス資源と協働して、障害がある方の地域生活を実現したり、地域生活

の継続を可能にする

他の施設の利用者さんの就労支援への協力

「引きこもり職親」

地域の駆け込み寺を

駆け込み寺ネットワークを

多様な障害を抱えた方がどこかに相談すれば有効に動き出すネットワークを

99



シンポジュウム資料
2009／02／28

いこいの村聴覚言語障害センター　近藤

1　聴覚障害者の情報・コミュニケーション支援のあり方
（聴覚障害者の情報・コミュニケーション支援のあり方勉強会報告）より作成

※平成20年度行われた、企画課地域生活支援室長勉強会

＜背景＞
（1）障害者の自立を地域社会での自立生活をめざす、障害者福祉サービスは市町村単位

で提供されるようになった。

（2）一方、新たな人工内耳、補聴器等聴覚補償や福祉機器等による情報保障が革新的に
進んできている。

（3）「横断的な視点」にたった議論が重要となっている。

＜はじめに＞

（1）聴覚障害者の情報・コミュニケーションの支援は、より「専門性等に対応する」た
め、「人による支援」のための人材育成も重要だが、「機器・技術による支援」の積
極的・効果的活用が求められる。

（2）障害者権利条約の批准には、「社会全体の支援体制」が必要である。高齢者の増加
に伴い難聴者、「難聴の自覚のない難聴者」が増える。そのための相談、情報保障な
どの総合的且つ適切な支援が必要である。

＜情報・コミュニケーション支援のあり方＞
（1）障害者権利条約の批准により予想される聴覚障害者の社会参加ニーズの増加に対応

するために、行政、関係者、民間による支援体制作りが必要

（2）市町村は聴覚障害についてのその障害特性に対応できる専門性を十分に持ってい
ないので、情報提供施設の専門的機能強化と市町村支援が必要である。また情報通
信技術の有効活用や都道府県単位での体制作りが必要。国民の理解を深める取り組
みも必要。

（3）情報保障について、これまでの関係機関のノウハウを民間企業へ生かし、聴覚障害
者の就労や社会参加を促進する。10％の労働力損失を防ぐ観点が重要である。

（4）情報通信技術の活用促進のためのシステムを構築すること。そのシステムを効果的
に運用することの出来る人材を育成する
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2　舞鶴市聴覚言語障害センターについて

（1）聴言地活センターを併設しており、コミュニケーション支援・相談支援を中心と
した聴言センター事業とグループワークによる聴言地活センター事業との連携
に努めています。聴言事業のケースワークから見える課題等をグループワーク
の場面で一般化して情報提供したり、社会的リハビリテーションや自己実現の
場づくりに繋げたりしています。

（2）聴言地活センターを併設することにより、相談やコミ支援（通訳派遣件数など）
の件数増加に繋がっています。インテーク部分の敷居が低くなったようです。

（3）舞鶴の特徴として、聴覚障害者を含む身体障害者の拠点としてS56年に身障セン
ターが設立されています。聴言センターが設立されている現在も、聴覚障害者
の方々は、身障センターの地活と聴言センターの地活をどちらも上手に利用さ
れている。また、貸館業務は身障センターでされており、聴障関係団体の日常
の活動の場は、現在も身障センターとなっています。

（4）今後、同じ市内にある舞鶴分校との連携（京都府北部聴覚支援センター）により、
児童や青年層への支援に繋げていきたい。

（5）ろう者・難聴者の利用者の中で、高齢者が多く、介護保険利用の方も増えてきて
います。

＜舞鶴市聴覚言語障害者地域活動支援センター利用状況＞
①契約者数　42名（ろう者、難聴者、盲ろう者）
②平成20年度利用者延べ数1887
③　同　　　　一日平均11．6
④主な取り組み

・ろう者グループ、難聴者グループそれぞれに、利用者の会で月毎の取り組みの
協議運営
・毎週の調理実習
・ろう者、難聴者の合同交流会
・年5回のバザー参加
・しめなわの共同生産

・5周年記念文化祭（121人の参加）
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＜平成19年度　舞鶴市聴覚言語障害者支援センター

聴覚言語障害者コミュニケーション支援事業・障害者相談支援事業利用状況＞

＜コミュニケーション支援、相談支援から見る課題＞

1

2

3

4

聴覚・平衡機能障害者は　人口の0．74％
登録通訳、要約筆記、盲ろう通訳介助者の総数は124人であり、おおよそ要対象者（手
帳保持者に限る）5人に1人の割合
設置通訳者の業務の85％は生活相談である
舞鶴市における聴覚障害者にたいする対人支援の総数は2642件であり、1日平均7．3
件である。667人の手帳保持者からみると1％程度
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シンポジウム
ユニバーサルな社会を目指す地域づくり

～障害者の自立支援と子どもの発達支援を考える～

3月1日

子どもの発達支援とユニバーサル社会の実現

【日程】

13：00　開会

基調講演「発達の凸凹を持つ子への早期支援」

あいち小児保健医療総合センター

心療科部長兼保健センター長　杉山登志郎

15：05　基調講演「学校や家庭ですぐに出来る具体的な支援」

えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表　阿部優美子

16：00　休憩

16：15　パネル討論「子ども達が輝く地域づくり」

立命館大学産業社会学部教授

／同大学院応用人間科学研究科教授　荒木穂積

えじそんくらぶ長野チャイルドドリーム代表　阿部優美子

皇學館大学社会福祉学部教授　小谷裕実

京都府障害者支援課長　池上直樹

舞鶴市立余内小学校教諭　中村真弓

17：45　閉会挨拶　舞鶴市保健福祉部長　山崎仁士
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【Profile】

杉山　登志郎（すぎやま　としろう）
1951年　　静岡市生まれ

1976年　　久留米大学医学部卒業

同　小児科学教室入局

1978年　　名古屋大学医学部精神医学教室入局

1980年　　静岡県立病院養心荘勤務

1983年　　愛知県心身障害者コロニー中央病院精神科医長

1986－87年アメリカ合衆国カリフォルニア大学ロサンゼルス校神経精神医学研究所留学

自閉症の研究に従事、またこの間にユング派分析家シュピーゲルマン博士より教育分析を受ける

1989年　　名古屋大学医学部精神科助手

1995年　　静岡大学教育学部教授

2001年　　あいら小児保健医療総合センター　保健センター長兼心療科部長

（2004年　　金沢大学医学部客員教授）

■専門　　児童青年精神医学

■学位　　医学博士（名古屋大学）

■役職　　日本児童青年精神医学会評議員、日本小児精神神経医学会常務理事、同編集委員、

日本発達障害学会評議員、日本子どもの虐待防止学会理事、日本乳幼児医学・心理学学会評議員、

同編集委員、日本心身医学会代議員、発達障害療育研究会幹事

■その他　厚生労働省子どもの心の心療に携わる専門医師養成に関する検討会（H17－）委員

文部科学省特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議（H20－）委員

■著書　　発達障害の豊かな世界（日本評論社）

アスベルガー症候群と高機能自閉症の理解とサポート（学研）

子とも虐待という第4の発達障害（学研）

発達障害の子どもたち（講談社現代新書）　他

阿部　優美子（あべ　ゆみこ）
NPO法人えじそんくらぶ長野支部コミュニケーション・トレーナー兼代表。

コーチングスキルを通して、人の能力を引き出し、前進や自立を支援するために、コーチとして活動。

企業でのコミュニケーショントレーニングや、NPO法人、母親向け子育てコーチング、教師へのコーチン

グなど。

■著書　　　「おっちょこちょいにつけるクスリ」（共著）
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荒木　穂積（あらき　ほずみ）
1978　京都大学大学院教育学研究科博士課程中途退学（教育心理学専攻）

1978　平安女学院短期大学幼児教育研究所（1990年まで）

1990　立命館大学産業社会学部（現在に至る）

2001　立命館大学大学院応用人間科学研究科（兼任、現在に至る）

2008　JICA（国際協力事業団）プロジェクト（「「知的障害児の就学率向上につながる教育プログラム開発

を支援するプロジェクト」）プロジェクトマネージャー（現在に至る）

■専門　　人間の発達の質的転換期の研究、発達保障論の理論的構築、発達診断学に関心。発達障害児の発

達のメカニズムやその支援プログラムの開発に取り組む。ベトナム障害児教育専門教員育成プロジ

ェクトや東アジア障害児教育・福祉ネットワーク形成にも取り組んでいる。

■著書

・『改訂児童心理学試論』（共著、三和書房）

・『どんぐり教室の四季』（共著、ミネルバ書房）

・『どんぐり教室の子どもたち』（共編著、三和書房）

・『発達診断と障害児教育』（共編著、青木書店）

・『自閉症児の発達と指導』（共著、全国障害者問題研究会出版部）

・『対人関係に難しさのある子どもの発達の可能性と教育プログラム開発の試み』（共編著、立命館大学人間

科学研究所）

・『高機能自閉症およびアスペルガー症候群児の教育的対応と発達の可能性』（共編著、立命館大学人間科学

研究所）

・『高機能自閉症児およびアスペルガー症候群児の早期発見と早期対応』（編著、立命館大学人間科学研究所）

・『キーワードブック障害児教育－特別支援教育時代の基礎知識－』（共編著、クリエイツかもがわ）

・『自閉症スペクトラム　生き方ガイド－自己権利擁護と『障害表明』のすすめ－』（監訳、クリエイツかも

がわ）

・『自閉症スペクトラム　学び方方ガイド－社合参加をめざす授業づくり－』（監訳、クリエイツかもがわ）

・『自閉症と遊び』（共訳、クリエイツかもがわ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

小谷　裕実（こたに　ひろみ）
小児科医として、京都府立医科大学、花ノ木医療福祉センター勤務を経て、平成9年より兵庫教育大学、平

成13年より京都教育大学、平成19年より皇學館大学に勤務。京都府および京都市の特別支援教育総合推

進事業専門家チーム委員、就学指導委員会委員などを担当。医療と教育の連携が有効に機能することを願い、

橋渡し役を担おうと努める。

■著書　　「大学・高校のLD・ADHD・高機能自閉症の支援のためのヒント集」

（黎明書房、平成21年1月発行）
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池上　直樹（いけがみ　なおき）
1973（昭和48）年生まれ。

1996（平成8）年4月に厚生省（現厚生労働省）に入省。これまでに年金制度改正や医療保険制度改正、

高齢者雇用の推進などを担当。高齢者施策を特集した2000（平成12）年版厚生白書では、介護保険制度

導入の意義等を分担執筆。2003（平成15）年に米ジョージタウン大学に留学し、公共政策大学院（修士

課程）を修了。

2007（平成19）年4月より、京都府で障害者保健福祉行政を担当し、現在に至る。

中村　真弓（なかむら　まゆみ）
2005　舞鶴市立余内小学校教務主任

2006　同校教務主任、特別支援コーディネーター兼務　（現在に至る
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発達の凹凸を持つ子への早期支援
：発達障害から発達凹凸へ

あいち小児保健医療総合センター

杉山登志郎

の特徴とは

■生理的早産：二次的就巣性

■発達の緩徐性：成長に長期間を要する

■発達の可塑性：環境との相互作用

→社会的関係、成長する環境の重要性

が国の家族、子ども状況

■少子化しかし子育てはより難事業に

■核家族から複雑家族へ

■若年結婚と非若年結婚の二極化

■子ども虐待の増加

■親子ともに多忙

■子育てを巡る文化的混乱

学校をめぐる状況

■学級崩壊と軽度発達障害の出現：発達障
害バブル

■不登校の恒常化

■学力の低下と学習意欲の失墜

■高学歴化の完成：高校の特別支援教育や
Fランク大学の出現

■マスコミによる無意味な教育バッシング

■家庭機能の代替機能

発達障害の一覧

異なった領域の障害が重なることは当然ある

達障害における地平の拡大
■従来の極めて限定された狭い発達障害概念と福
祉から、より普遍的な発達障害概念へ

■福祉・教育・医療の連携が可能かつ必要に

バトンタッチから協働へ

非分離、参加、民営・・・地域で、当事者と共に、
NPOを活用して

■固定的障害（終生の障害）から（将来の）障害発生
の予防へ

107



大多数の発達障害は多因子による

．身体的な素因＋環境因によって生じる

．身体的素因＞環境因

・素因を持つ人は2－6割というレベル

・予防や適応障害を減らすことは可能

・発達の凹凸や認知の凹凸はマイナスと限らない

脳の発達

・平均1300グラム

男性＞女性

・3歳までに1000グラムを超える

・哺乳動物の中でも体重比最大の脳

幼児の脳の特徴

＊ダメージに対して、代償が働きやすい

3歳前まで：言語中枢の代償が可能

10歳頃まで：成人よりは大きな回復を示す

＊全体が興奮をしやすい

＊5歳を過ぎると神経の剪定が始まる：使われ
る経路が残り、使われない経路が消える

好ましくない療育とは？

・放置！‥‥最悪の対応：統合保育、ある
いは自由保育の弊害

・密度の薄い対応‥‥2週間に1時間専門
的な訓練を行っても無意味

・親が学ぶことが出来ない療育‥‥親が子
育てを学べる場であることが必要

わが国の乳幼児健診システム

．3ヶ月：重度の障害、脳性麻痺、染色体
異常、先天性心臓病など

・1歳半：中等度の遅滞、自閉症、言葉の
遅れ、子ども虐待

・3歳：中等度から軽度の遅滞、広汎性発
達障害、家庭のしつけ、情緒的な問題

・6歳：発達の凹凸に関するチェック

・5歳児は必要か？

医療モデルから生活モデルへ

・医療モデル：病院を中心に、専門家が医学
的治療を行う‥‥脳性麻痺への治療

．生活モデル：毎日の生活を中心に、親や保
育士によって子どもの健康な生活を作る‥
広汎性発達障害や知的障害への療育
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人の基礎工事の部分とは

基底的信頼：生まれてきた世界への

愛着行動：定位行動、信号行動、接近行動

＊空港現象‥‥エネルギー補給基地として
の養育者

＊再接近危機‥行きたい行きたくないという
葛藤状況

＊対象恒常性の獲得：第一反抗期

健康な生活とは

．早寝早起き（日内リズムの確立）

．きちんとした栄養

．適度な運動

．適度な情報

．体を使って遊ぶことの大切さ

親子関係を進めるための働きかけ

■一日のリズムを作る

早寝早起き、朝食をきちんととる

間食は時間と量を決めて着席させて

テレビをつけっぱなしにしない

．子どもとご両親の体を使った遊び

休みの日には公園で一緒に遊ぶ

遊具の貸し出し

園でのお遊戯やリズム体操の紹介

■園での指導と家庭のしつけの共有

子どものこころを育てる

■縦よりも横の方が影響が強い

■安心

■ほどほどに良ければ十分

■強い刺激への注意

■人の声、人の肌

療育の基本

1健康な生活

2　養育者との信頼と愛着関係

3　遊びを通しての自己表現活動

4　基本的な身辺自立

5　コミュニケーション能力の確立

6　集団行動における基本的なルール

スモールステップの原則

■やる気はやれることにしかおこしようがな
い

■子どもに何をして欲しいのか分かってもら
えば成功する

■子どもに新しい課題をさせるには根気が必
要である
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遊びの発達

・自分の体で（反復自己刺激運動）
↓

・大人の体で（大人がおもちゃ代わりにな
って）　　　↓

・ものを見立てて（見立て遊び）

↓

・ルールを用いて

身辺自立の課題

・排泄練習‥‥まずは時間おき排泄から

・食事練習‥‥日内リズムから

・服の着脱練習‥大人が手伝い子どもが完成

・清潔習慣

コミュニケーシヨンの基盤

・状況判断

・まね　特に後模倣

・指さし

・描画

・見立て遊び

・伝達意欲：止められて
初めて意欲が生じる

・構音：母音→両唇音
→その他の子音

・ものの受け渡し

・愛着の成立

言葉の発達
・哺語
・かけごえ言葉、ジャルゴン
・単語　圧縮と拡大
・オーム返し

・二語文　なあに
・三語文　助詞の出現
・報告

自閉症とは（Wingの3徴候）
・社会性の障害
・コミュニケーションの障害

・想像力の障害とそれに基づく行動の障害（
こだわり行動）

・知覚過敏性の問題

・独特の発達の道筋を持つ

自閉症の認知の穴

・過剰選択制のために、全体状況のご
く一部を手掛かりに判断を行っている

・過敏性が絡むときにはさらに部分的
な問題で認知を行っている

・誤解や半端な認識に気付かない
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対人関係の発達
■幼児期：一番大変な時期

■5歳のジャンプ：コミュニケーションが伸びる

■小学校年代：ここで愛着の形成を確実に

歳小学校高学年：もっとも成長の著しい時期

■青年期：かつての青年期パニックは激減し、
成長の時期へ

■成人期：安定の一方で昔のつけが出る

自閉症児への療育

1）早期発見、早期療育

早期であれば自閉症文化をあまり

気にしなくても良い

2）自閉症文化を尊重した対応

自閉症児への教育1
情報の雑音が除去できない

■構造化による雑音の除去

■一度の複数の情報を提示しない

→話すときは話すだけ、見せるときは見せ
るだけ

■過敏性に対する配慮

→コントラストが強すぎると認知できないこ
ともある

自閉症児への教育2
：認知に慣れが生じない

■特定の状況へのこだわりを見つける

■過敏性情報を集める

■予定を変更しない、どうしてもの時は予告
する

■こだわりの有効活用

こだわっている方が楽に暮らせることを発
見しました　ニキ・リンコ

自閉症児への教育3
パースペクティブが取れない

■行うことを直線にならべる

スケジュールカード

■最初の手がかりをはずさない

■本人に分かりやすい情報手段を用いる

視覚優位とは限らない

こころの理論とは

■他者の信念や考えを認知する能力

■健常児では4歳頃に通過

■自閉症児では言語性の精神年齢が9－10
歳に通過点がある
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なぜいじめが問題となるのか

■高機能広汎性発達障害では、心の理論通
過後も、他者心理を推論して把握

■いじめ体験が核になり、被害的、迫害的対
人関係が固着

■不快場面の映像的記憶再現（time slip現
象）の頻発を招く

特別支援教育元年の混乱

■通常クラスに溢れる発達障害

特に社会性の障害を抱える児童の多さ

■管理職はこのグループへの経験がなく、適
正就学が出来ていない

■教師よりしばしば親の方が知識がある

■一方で、家族機能の低下による子育ての代
替をも学校が行わなくてはならない

■マスコミ操作による無意味な教育バッシング

才能児（gifted）への教育システム

■わが国と他の先進国との大きな違いの1つ

■アメリカで、gifted（天賦の才を持つ児童）への教
育は、特別支援教育の中で、学習障害に次ぐ2
番目に大きなグループ

■基底文化（みんな一緒に）の違い…しかしミレニ
アムを挟み、基底文化はほとんど崩壊に

■中学→高校進学の過程で行われている選別

…進学高校からいわゆる底辺校まで一列に

日本のシステムは能力の山をカバーできない

発達障害から発達凸凹へ
■軽度発達障害は障害というよりも凹凸

■将来の適応障害（社会性の不全）を作らないこと
が療育・教育の目標…子どものやる気を失わせ

ないこと

■適応を左右するものは迫害体験（子ども虐待とい
じめ）

■発達の凹凸に沿った教育をすることが重要…日
本では山に対する対応は手付かず

■成人期になると、適応障害を残遺する者は少ない
が、発達の凹凸は残る

NFI（NationalFatherhoodIntiative）

良い父親になるための10ヶ条

■子どもの母親を尊重し　■子どもの先生になりましよ
ましょう

■子どもと時間を過ごしま■
しょう

■子どもの話を聞きましょ■
う

■愛情をもって躾ましょう　■

■役割モデルになりましょ■
う

つ

家族で一緒に食事をしまし
ょう

子どもに本を読んで聞か
せましよう

愛情を示しましょう

父親という仕事に終わりが
ないことを認識しましょう

NFI（NationalFatherhoodIntiative）

父親に優しい職場にするために

■良い父親になる休みを
従業員に許可しましょう

■子どもに職場を体験さ
せる日をもうけましょう

■課税に配慮しましょう

■フレックスタイムを許可
しましょう

■職場で父親業セミナーを
開きましょう

■長期休暇のための積み立
てをしましょう

■勤務交代を許可しましょう

■仕事の分担を促進しましょ
う

■自宅勤務を促進しましょ■包括的な健康促進プログ
つ　　　　　　　　　　　ラムを提供しましょう
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発達障害に関する京都府の取り組み

平成21年3月1日（日）

京都府健康福祉部障害者支援課長

池上　直樹

．京都府の主要施策

■発達障害者支援センター

■年中児発達サポート事業

■府立施設における診療体制

■児童デイサービスへの支援

発達障害者支援センター

■発達障害者支援センター「はばたき」

発達障害の方への支援を行う専門機関として、昨年度、
京田辺市に放置

－個別相談

－関係機関への支援
－研修・普及啓発

■圏域支援センター

身近な相談拠点として、各障害福祉圏域に圏域支援
センターを設置（6ヶ所）

年中児発達サポート事業

．13市町村で実施（今年度からの新規事業）

．集団生活が始まる中で見えてくる「集団になじみにくい
子」

．保育所・幼稚園で対応に苦慮、家庭でも子育てに負担感。

．スクリーニングと園への巡回支援で、現場の職員の方に、
対応する力を付けていただく。

■保護者にも関わってもらうことで、気づきを促す。

発達障害児早期発見・早期療育支援事業フロー図（イメージ）
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スクリーニングの実施状況

参加した保育所・幼稚園の意見

その他

．府立施設における診療体制
洛南病院、こども発達支援センター

舞鶴こども療育センター

心身障害者リハビリテーションセンター病院

■児童デイサービスへの支援
国の特別対策事業に基づく基金を活用し、

9事業所に対して3300万円の施設設備整備

■年中児発達サポート事業の拡大、

保育所・幼稚園から教育機関への連携

■就労関係機関との連携

■日中系の福祉施設での受け入れ促進

■医療機関の確保

■療育の場の確保
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資料1

校内支援体制－支援までの手順
舞鶴市立余内小学校
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資料2

H20年度　個別の指導計画・個別の教育支援計画の作成に向けて
一人一人の理解と一人一人のニーズに応じた支援のプロセス

－個に応じた指導と指導の系統化－

舞鶴市立余内小学校
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